
資料 １ 当初予算（案）総括表 Ｐ１

資料 ２ 一般会計　款別予算総括表 Ｐ２

資料 ３ 一般会計　性質別予算総括表 Ｐ３

資料 ４ 主要施策一覧表 Ｐ４～５５

資料 ５ 主な新規事業 Ｐ５６～５９

資料 ６ 主な建設事業 Ｐ６０～６２

資料 ７ Ｐ６３

令和６年度

五 島 市 当 初 予 算（案）資 料

地方消費税交付金が充てられ
る社会保障施策に要する経費
及び入湯税の使途状況

長崎県五島市





（単位：千円）

令和６年度
予　算　額

令和５年度
予　算　額

増　減　額 増減率（%)

Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）＝Ｃ Ｃ／Ｂ×100

32,679,000 32,701,000 △ 22,000 △ 0.1

5,639,839 5,618,927 20,912 0.4

事業勘定 5,220,832 5,224,203 △ 3,371 △ 0.1

直営診療施設勘定 419,007 394,724 24,283 6.2

5,907,894 6,210,392 △ 302,498 △ 4.9

事業勘定 5,864,478 6,169,749 △ 305,271 △ 4.9

介護サービス事業勘定 43,416 40,643 2,773 6.8

625,055 573,764 51,291 8.9

64,779 64,679 100 0.2

7,010 8,658 △ 1,648 △ 19.0

2,830 1,793 1,037 57.8

20,254 18,735 1,519 8.1

21,130 20,147 983 4.9

10,882 25,173 △ 14,291 △ 56.8

12,299,673 12,542,268 △ 242,595 △ 1.9

44,978,673 45,243,268 △ 264,595 △ 0.6

1,745,769 1,758,436 △ 12,667 △ 0.7

979,277 980,875 △ 1,598 △ 0.2

766,492 777,561 △ 11,069 △ 1.4

11,604 5,970 5,634 94.4

8,804 － － －

2,800 － － －

※下水道事業会計の令和５年度予算額は、特別会計時の予算額

【参考】

令和６年度予算 伸　率

 国 △ 1.6 ％

地方財政計画 1.7 ％

五島市一般会計 △ 0.1 ％

下 水 道 事 業 会 計

収益的支出

資本的支出

交通船事業

水 道 事 業 会 計

合　　計

収益的支出

資本的支出

資料 １

　　　　　　     　   　区　　分
　会　計　名

港湾整備事業

後期高齢者医療

国民健康保険事業

 一　　　般　　　会　　　計

診療所事業

　　　令和６年度　当初予算（案）総括表（対前年度比較）

特
 
　
　
 
　
別
 
　
　
　
　
会
 
　
　
　
　
計

特別会計　小計

本山財産区

大浜財産区

土地取得事業

介護保険事業

- 1 -



 【歳 入】

○ 1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

○ 14

○ 15

16

17

○ 18

○ 19

○ 20

○ 21

○ 22

23

 【歳 出】

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

資料 ２

0.5

32,437 0.1 17,525

配 当 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

10,593 0.0

49,962 0.2

令和６年度　一般会計　款別予算総括表（対前年度比較）

0.0 16,196 0.0 △ 6,107

（単位：千円）

0.8 9.7

10.8

1,087

849,543

24,837

△ 118利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

地 方 譲 与 税

853,666

諸 収 入 332,035

株式等譲渡所得割交付金 10,089

280,445

969

16,780

4,589,816

301,143

3,519交通安全対策特別交付金

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 越 金

ゴルフ場利用税交 付金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

国有提供施設等所在市助成交付金

繰 入 金

使 用 料 及 び 手 数 料

　　　　　　　　　　　　区　　分
　　　款

令和６年度予算額

議 会 費 184,779 0.6 193,624

Ａ 構成比(%)

分 担 金 及 び 負 担 金

うち自主財源（○印）

合　　　　　計

市 債

697,710

2,177,487

24,283

59,074

3,772,557

84,726

2,064,500 6.3

6.7

20.6

△ 4.6

増減率（％）

2.1

4,670 △ 6.3

11,525 11,794

266,00013,824,000 13,558,000

0.0

42.3 41.5

△ 2,755

△ 269

1.8

△ 5.4

1.2

△ 0.1

0.8

1.0

0.0

77,014

0.9

0.0

2.6

55,568

3,987,342

87,481

294,533

4,075

4,070,577

11.5

0.0 4,984

255,608

0.2

0.0

0.3

13,9180.1

0.1 23,850

3.7

△ 8.7

△ 685,600 △ 24.9

7,999

3,506

△ 2.3

△ 3.1

△ 13.6

△ 214,785

519,239

2.2

12.8

△ 556

2.0

6.3

△ 31,669

6,610

0

0.0

0.3

0.9

12.5

12.2

0.2

2.1

6.4

0.01 0.0

689,711

2,750,100

2,100,473

1

363,704 1.1

0.9

14.1

8.4

0.0

0.0

0.0

4,123

△ 314

2,862

0.1 433

2.6

54.0

△ 37.7

13,178 0.0 △ 2,585 △ 19.6

△ 0.23,516,840

0.0 △ 10.9

△ 7,390

53,315

0.6 △ 8,845

Ｂ 構成比(%) Ａ－Ｂ＝Ｃ

32,679,000 △ 22,000

2.6

100.0 32,701,000 100.0

21.9 7,108,311 21.77,161,626

Ｃ／Ｂ×100

総 務 費 4,582,035

民 生 費 8,613,445 26.4 8,701,525

4,464,56614.0 13.7

26.6

労 働 費 31,245 0.1 28,046 0.1 3,199 11.4

衛 生 費 3,376,350 10.3 3,289,184

商 工 費 1,972,550 6.0 1,867,871 5.7 104,679 5.6

農 林 水 産 業 費 3,351,338 10.3

消 防 費 1,010,366 1.3

土 木 費 1,961,825

3.1 997,495 3.0 12,871

5.6 121,3036.0 1,840,522

公 債 費 4,205,685

7.7 3,286,768

4,031,644 12.3

361,484

△ 23.2

災 害 復 旧 費 1,002,648 3.1 1.1 641,164 177.4

教 育 費 2,525,297 10.0

△ 0.132,679,000 100.0 32,701,000

0.1 0 0.030,000 0.1

諸 支 出 金 5,478 0.0 19,090

合　　　　　計 100.0

予 備 費 30,000

△ 22,000

△ 71.30.1 △ 13,612

△ 4.1

（単位：千円）

令和５年度予算額 増　減　額

12.9 △ 174,041

△ 761,471

6.6

10.4 △ 63,8023,415,140 △ 1.9

10.1 87,166 2.7

△ 1.0

117,469

△ 88,080

市 税

　　　　　　　　　　　区　　分
　　款

増減率（％）増　減　額令和６年度予算額

Ａ Ｃ／Ｂ×100構成比(%) 構成比(%)Ｂ

令和５年度予算額

10.7

Ａ－Ｂ＝Ｃ

3,509,450
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（単位：千円）
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資料 ３

令和６年度予算額

構成比(%)

増減率(%)

Ｃ／Ｂ×100

増減額

Ａ－Ｂ＝Ｃ構成比(%)

7.4

令和６年度　一般会計　性質別予算総括表（対前年度比較）

【歳 出】

△ 4,651

△ 174,037

令和５年度予算額

5,301,923 5,306,574

5,363,582 4,992,245 15.316.4

△ 0.1

4,205,604

371,337

12.4

4,609,730 14.1

0.7

(44.4)(14,504,423)

Ｂ

14.3

16.2

12.9

△ 0.9

2,259,902

4,576,54714.1

5,145,723

238,959 216,105

(△312,031)

981,577 340,660 640,9173.0 1.0

15.7

(9,402,382) (28.8)

24721,071

14.0

△ 22.0

△ 15.8

177.4

6.9

△ 456,691

641,164

△ 496,504

361,484

△ 4.1

(1.3)

1.2

10.6

0.4

△ 20.2

(1.0)

△ 18.5

188.1

(△5.7)

5.2

1.2

2,885,821

(16.8)

0.1

7.4

62,843 78,785 0.2

748,315

3.1

711,191

(5,195,176) (15.9)

2.2

20,633

7.4 7.5

(10.0) (10.0)(3,286,988)

1.1

0.1 30,000 0.1

0.0

20,824

2,446,379

(5,507,207)

(0.0)

0.0

(192,649)

56,005

22,854

32,679,000 100.0 △ 22,000 △ 0.1

(97,056)

△ 953,195

△ 0.8

(3,287,314) (326)

△ 186

2,425,709

18,197

30,000 0

△ 20,670

37,124

△ 15,942

20,447

1,002,648

Ａ

4,594,744

(14,697,072)

4,031,567

　補助事業

0.7

4,192,528 12.8

(9,499,438)

人　　 　件　 　　費

16.2

1,763,398

物　　 　件　 　　費

(29.1)

(45.0)

区　　　　　分

消
費
的
経
費

扶　 　　助　 　　費

公　　 　債 　　　費

維　持　補　修　費

補 　 助 　 費    等

小　　　計

5.4

4,665,735

小　　　計

0.0

8.8

小　　　計

合　　 　　　計

投
　
資
　
的
　
経
　
費

投 資 及 び 出 資 金

貸　　 　付　　 　金

繰　　 　出　　 　金

予　 　　備 　　　費

そ
　
　
の
　
　
他

積　　 　立　 　　金

　単独災害復旧事業

　単独事業

災 害 復 旧 事 業 費

普 通 建 設 事 業 費

小　　　計

　補助災害復旧事業

2,429,130

32,701,000 100.0

0.1

2.3

0.2
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Ｐ　５～５１　

Ｐ５２～５５　

資料 ４

主 要 施 策 一 覧 表

一般会計

特別会計
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（単位：千円）

○市制施行２０周年記念
　事業

　・市民表彰
　・20周年記念式典、記念誌発行
　・各種イベント

　　※財源　ふるさとづくり基金繰入金12,949
　　　　　　過疎債4,042

○脱炭素化への取組

　・電気自動車への更新　４台
　　（別途 介護保険特別会計でも計上　１台　2,726）
　・普通充電設備の設置（本庁舎駐車場）【新】
　・公共施設のＬＥＤ化
　・クレジット制度の活用【新】

　　※財源　国費8,689　脱炭素化推進事業債30,300
　　　　　　電気自動車補助金1,800

○ＲＰＡ（業務自動化）
　導入等事業

　・ＲＰＡシナリオ作成（２業務追加）
　・ＲＰＡ使用料

○浮体式洋上風力発電漁業
　振興基金活用事業
○洋上風車夢基金活用事業

　・浮体式洋上風力発電漁業振興基金活用事業
　　　浮体式洋上風力発電漁業振興事業費補助金
　・洋上風車夢基金活用事業
　　　児童健全育成事業費補助金
　　　クリーンエネルギー利用促進事業費補助金

　　※財源　浮体式洋上風力発電漁業振興基金繰入金24,290
　　　　　　洋上風車夢基金繰入金5,000

○有人国境離島法関連
　交付金事業

【①離島航路・航空路運賃の低廉化】

（長寿介護課）
10,904

42,832
1,750

5,921
未来創造課
市　民　課

2,310
3,611

社会福祉課

教育総務課

8,481観光歴史資料館

教育総務課
三井楽支所

未来創造課
水　産　課

1,000

社会福祉課

スポーツ振興課

農　林　課

○　平成29年４月に施行された「有人国境離島

　法」に基づく地域社会を維持するための各施

　策に取り組み、人口減少対策に挑みます。

139,078
　・本土から遠く離れ、交通に要する時間や費

　　用の負担が大きいことから、住民・準住民

　　の航路・航空路の運賃を、ＪＲ運賃並、新

　　幹線運賃並に引き下げます。

○　崎山沖洋上風力発電に関連する事業者から

　の寄附金等を基に設置する２基金を活用し、

　漁業振興策及び地域振興策を実施します。

29,290

○　脱炭素化への取組として、公用車の電気自

　動車への更新、公共施設のＬＥＤ化、Ｊ－ク

　レジット制度の活用に取り組みます。

24,290

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

未来創造課

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額

地域協働課
文化観光課

事　　業　　内　　容

商工雇用政策課

農　林　課
水　産　課

1,136,084

○　業務の効率化、省力化を図るため、情報通

　信技術を活用したＲＰＡ（定型作業の自動化）

　の導入に取リ組んでいます。

　　これまでパソコンなどを用いて人が行って

　いた作業等を自動化することで、効率化を図

　ります。

総　務　課
政策企画課

スポーツ振興課

商工雇用政策課

各　支　所

○　令和６年８月１日に市制施行20周年を迎え

　るに当たり、記念式典や各種イベント（冠事

　業含む）を開催するための経費を計上します。

2,254

18,806

8,357

政策企画課
財　政　課
生活環境課

63,967

4,000

8,195

共 通

共 通

共 通

新 規

共 通

共 通

新 規

拡 充

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○有人国境離島法関連 　・国境離島航路・航空路運賃軽減事業負担金　
　交付金事業 　　　航路
　（つづき） 　　　航空路

【②輸送コスト支援】

　・対象品目：麦、米、豆類、野菜・果物、
　　　　　　　畜産品、魚介類（生鮮、冷
 　　　　　　　凍もの）等

　　※財源　国費326,139　県費54,353

【③滞在型観光の促進】

  ・滞在型観光推進事業委託料
　　　教育旅行誘致プロモーション促進事業【新】

　　　観光ＰＲ素材撮影事業【新】

　　　五島の地域資源を活用した着地型旅行商品の造成支援事業

　　　旅行業者等招聘事業

　　　旅行商品造成支援事業

　・外国人観光客誘致事業
　　　外国人向け情報発信事業

　　　インバウンド誘客促進事業【新】

　　　観光情報多言語化整備事業【新】

　　　海外営業・商談会参加経費

  ・しま旅滞在促進事業費負担金
  ・五島列島おもてなし協議会負担金
  ・貸切バス海上航送料補助金【新】
  ・ワーケーション推進事業

　　※財源　県費65,024

【④雇用の拡充】

　・雇用拡充
　　　創業支援
　　　　内容：地域住民、島外事業者等による
　　　　　　　創業に対する資金の支援
　　　　補助対象事業費上限額：600万円（事業者負担1/4）

水　産　課

文化観光課
商工雇用政策課

52,739

37,478

3,313
6,996

391,753

385,405

　・民間事業者が雇用増を伴う創業または事業

　　拡大を行う場合の設備投資資金や、人件費、

　　広告宣伝費などを支援します。

　　　なお、令和６年度は、「拡大」34件、

　　「創業」６件を見込んで予算計上します。

52,172
17,700

未来創造課
地域協働課 50,156

　・基幹産業である農水産業の振興を図り、生

　　産者の生産意欲や販路拡大意欲を喚起する

　　観点から、農水産物全般（加工品以外）の

　　移出や原材料の移入にかかる費用を支援し

　　ます。

170,398
　・世界遺産、日本遺産、日本ジオパーク、食、

　　体験などの魅力的な観光資源を組み合わせ

　　た旅行商品の造成や観光サービスの担い手

　　育成などに取り組みます。

　　　また、外国人観光客の誘致を図るため、

　　観光サイトの多言語化を行い、五島市を訪

　　れる外国人観光客の利便性を向上させます。

434,855

88,922

農　林　課

共 通

主要施策（一般会計）
- 6 -



　

（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○有人国境離島法関連 　　　事業拡大支援
　交付金事業 　　　　内容：新規雇用による生産能力の拡大や
　（つづき） 　　　　　　　サービスの付加価値向上を行う事

　　　　　　　業者の設備投資や運転資金の支援
　　　　補助対象事業費上限額：1,600万円（事業者負担1/4）
　　　　　⇒設備投資を伴わない事業拡大は1,200万円

　・雇用機会拡充調査費
    　  経営コンサルタント派遣事業

　　　　雇用機会拡充事業PR展示会出展事業

　・附帯事務費

　　※財源　県費325,576

○戦略産品輸送費支援事業

　・戦略産品輸送費支援事業費補助金　
　　（補助率）国6/10、市2/10、事業者2/10

　　※財源　国費37,978

○福祉医療費助成事業

　　※財源　県費58,937

○漂流・漂着ごみ撤去事業

　・漂流・漂着ごみ撤去事業
　・発生抑制対策事業

　　※財源　県費122,024

農　林　課

こども未来課

管　理　課

生活環境課

農　林　課
水　産　課

未来創造課
地域協働課
文化観光課

商工雇用政策課

水　産　課

　・福祉医療費（乳幼児、障害者、母子家庭等）

○　心身障害者、乳幼児、母子家庭における母
　及び子、父子家庭における父及び子並びに寡
　婦等に対し医療費の全部又は一部を支給しま
　す。
　　このうち乳幼児医療では、平成22年４月受
　診分から、３歳未満児童の自己負担額の無料
　化（時間外受診を除く）を実施し、さらに平
　成23年４月から乳幼児福祉医療費の現物給付
　制度を導入しています。
　　また、平成27年10月からは、新たな子育て
　支援策として、乳幼児福祉医療費の助成を小
　・中学生まで拡大、令和３年度からは対象を
　高校生まで拡大し、保護者の経済的負担を軽
　減するとともに子どもの健やかな育成を図っ
　ています。

131,260

23,461

○　大量の漂着ごみにより環境、景観が阻害さ
　れていることから、美しい海岸環境を保全す
　るため、漂流・漂着ごみを撤去する費用及び
　発生抑制を目的とした事業を行う経費を計上
　します。

50,638

111,843
　・子ども福祉医療費（小・中・高）

社会福祉課

2,809

135,304

133,605

3,539

商工雇用政策課

○　離島の自立的発展を促進するため、輸送費

　用を低廉化し、島の特性を活かした戦略産品

　の開発や確立へつなげ生産拡大を図ります。

　　野菜類、魚介類等の戦略産品４品目は、平

　成29年４月施行の「有人国境離島法」の支援

　対象となったため、製材、魚介類（塩蔵、乾

　燥もの）、製造食品、飲料、衣服・身廻品・

　はきものの加工品５品目の移出及び原材料の

　移入にかかる輸送経費を支援しています。

50,638

2,345

共 通

共 通

共 通

共 通

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○奈留地区職員宿舎建設
　事業

　・奈留地区職員宿舎建設事業

○高齢者交通安全対策事業

　・高齢者交通安全対策事業費補助金

○防災行政無線整備事業

　・防災行政無線更新事業（設計等）

　　※財源　緊急防災・減災事業債17,600

○防災非常用電源設備
　整備事業

　・防災非常用電源設備整備事業

　　※財源　国費1,116

○ふるさとづくり寄附金
　関係経費

　・返礼業務委託料
　・受付等業務委託料
　・カタログ製作等委託料
　・通信運搬費、手数料
　　（ポータルサイト利用、クレジット決済等）
　・ふるさと納税ＰＲ経費　
　・その他事務費
　・基金への積立金

　　※財源　寄附金650,000　基金利子14
　　　　　　ふるさとづくり基金繰入金319,766

268,498

1,500

○　停電の復旧に特に時間を要する離島地区の

　指定避難所における停電対策を実施し、島民

　の安全安心な生活の確保を図ります。

2,233

○　自動車運転免許の更新に係る高齢者講習を

　市内で受けることができる環境を維持するた

　め、高齢者講習を実施する事業者を支援しま

　す。

1,500

5,842

5,527

政策企画課

56,714

17,606

総　務　課

17,606

650,014

○　奈留島内の職員（奈留支所、消防署奈留出

　張所）に対して住居を確保することを目的と

　して、職員宿舎の建設を行うための経費を計

　上します。

268,498

969,780

2,233

46,727

○　防災行政無線は、設備の一部が更新時期を

　迎えていることから、既存設備を活用した上

　で必要機器の更新を行います。

　　なお、一部を既存のスピーカーから高性能

　スピーカーへ更新することで、聞き取りやす

　さの改善を図ります。

○　五島市のまちづくりに貢献し、又は応援し

　たいという思いを持っていただける人々から

　広く寄附金を募り、それを財源に各種事業を

　実施することで寄附者の五島市への思いを具

　現化し、多様な人々の参加による個性豊かで

　活力のあるふるさとづくりを行います。

　　寄附額は６億５千万円を目標とします。

945

204,011

総務企画部

総務企画部

新 規

新 規

新 規

新 規

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○企業版ふるさと納税関係
　経費

　・マッチングシステム利用手数料　ほか

　　※歳入（企業版ふるさと納税寄附金）21,000千円

○五島日本語学校推進事業

　・五島日本語学校給付型奨学金事業費補助金
　・施設維持経費

　　※財源　国公舎入居負担金1,688
　　　　　　浄化槽使用料負担金123

○支所庁舎整備事業

　・富江支所庁舎整備事業
　　　旧庁舎（本館・増築棟）解体工事

　・岐宿支所庁舎整備事業
　　　旧庁舎（本館）解体工事

　　※財源　国費8,217　公共施設整備等基金繰入金272,172

○情報化推進事業

　・テレワーク用タブレット通信
　・テレワークシステム
　・テレビ会議システム
　・ＬＩＮＥ機能を利用した業務（３業務追加）
　・議事録作成システム
　・生成ＡＩ導入事業【新】

財　政　課
280,509

590

154,544

125,965

115

2,035

○　玉之浦支所を除く４支所の庁舎は建築後46

　年から55年以上を経過し、耐震基準も満たし

　ていなかったため、「支所庁舎整備検討委員

　会」を設置し、整備方針を検討してきた結果、

　令和元年度から順次建替と改修を実施するこ

　ととしました。

　　また、玉之浦支所については、隣接する玉

  之浦町公民館が老朽化に伴う雨漏り等で使用

　不能となっていたことから、支所庁舎を一部

　改修し、公民館の機能を持たせるための改修

　工事を行うこととしました。

　　各支所の整備について、計画的に実施しま

　す。

未来創造課

○　内閣府の承認を受けた「地域再生計画（五

　島市まち・ひと・しごと創生推進計画）」に

　基づき、企業版ふるさと納税寄附金（歳入）

　及び関係経費を計上します。

590

○　市民の利便性向上、効率的な行政運営等に

　効果のある取組を進めています。

　　令和６年度は、新たに生成ＡＩを導入し、

　更なる取組の強化を図ります。

6,745

50,320

○　令和２年４月に開校した五島日本語学校の

　推進のために、留学生に対する給付型奨学金

　等に係る経費を計上します。

　　令和６年度は、10月より日本語科１年コー

　スが新設予定となっており、留学生は合計で

　104名を見込んでいます。

　　・令和５年度入学者：41名

　　・令和６年度入学予定者：63名

　　　（従来コース56名、新設コース7名）

395
981

1,811

1,023
2,196

52,131

政策企画課

総務企画部

総務企画部

総務企画部

拡 充

拡 充

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○デジタル技術等新技術
　活用促進事業
　（買い物支援ドローン
　　配送事業）

　・デジタル技術等新技術活用促進事業費補助金

　　※財源　国費7,813

○電気自動車導入促進事業

　・五島市EV・ITS実配備促進協議会負担金
　　（急速充電器をはじめとする設備の維持管理等経費）
　・新型急速充電器の設置（福江港）

○ゼロカーボンシティ推進
　事業

　・五島市ゼロカーボンシティ実現協議会
　　運営費補助金
　・推進事業費（活動旅費、需用費など）

○再生可能エネルギー分野
　先端技術開発支援事業

　・五島市再生可能エネルギー分野先端技術
　　開発支援事業費補助金

　　※財源　国費7,500

○窓口支援システム導入
　事業
　（書かなくていい窓口）

　・窓口支援システム導入事業
　　　導入時期（支所・出張所）令和６年８月～

○課税客体の把握のための
　航空写真撮影業務

　・航空写真撮影業務委託料

9,801

15,000

15,627

市　民　課

5,512

15,000

○　転入、転出、転居、出生、死亡手続きにお

　いて、窓口支援システムを導入し手続きを簡

　素化することで、住民の利便性向上や業務の

　効率化を図っています。

　　すでに設置している本庁に加え、令和６年

　度は支所・出張所においても窓口支援システ

　ムを導入します。

○　買い物困難地域における買い物の手段とし
　て、長距離配送が可能な固定翼ドローンを用
　いた日用品・食料品の配送に取り組む事業者
　に対し、支援を行います。

22,158

39,421

39,421

○　五島市ゼロカーボンシティ実現協議会を主
　体に、「五島市ゼロカーボンシティ計画」に
　基づき、再生可能エネルギーを最大限に活用
　しながら、市民、企業、行政等が協働して持
　続可能な脱炭素型まちづくりを目指します。

○　再生可能エネルギー分野において、ＡＩや
　ＩｏＴなどの先端技術を活用した産業振興や
　地域課題の解決、かつ、新市場の開拓や地元
　経済への貢献などに資する取組を支援します。

3,503

○　脱炭素社会の実現への取組を観光の振興に

　つなげるため、長崎ＥＶ＆ＩＴＳプロジェク

　トにより導入した電気自動車及び急速充電器

　の維持を支援し、クリーンエネルギー車の普

　及促進を図ります。

　　令和６年度は、福江港の新型急速充電器１

　基を設置します。

15,627

4,923

16,646

○　現在、課税客体の把握については、令和元

　年度に撮影した航空写真を活用していますが、

　今後、定期的に撮影し比較等を行うことで正

　確かつ効率的な把握ができることから、５年

　周期（予定）での撮影を実施し、公平公正な

　評価・課税に努めます。

9,801

税　務　課

8,426

未来創造課

市民生活部

総務企画部

拡 充

市民生活部

新 規

拡 充

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○浄化槽設置整備事業

　＜補助事業＞
　（設置費補助）
　・浄化槽設置整備事業費補助金
　　　　5人槽　      332千円×200基＝66,400千円
　　　　7人槽      　414千円× 70基＝28,980千円
　　　 10人槽　      548千円× 15基＝ 8,220千円
　　　 20人槽      　939千円×  8基＝ 7,512千円
　　　 30人槽    　1,472千円×  3基＝ 4,416千円
　　　 50人槽    　2,037千円×  2基＝ 4,074千円
　　　 51人槽以上　2,326千円×  2基＝ 4,652千円
　　　　　　　　　　設置基数　300基

　（撤去費補助）
　・浄化槽設置整備事業費補助金
　　　設置基数　200基
　　　（改築90千円×200基）

　（宅内配管補助）
　・浄化槽設置整備事業費補助金
　　　設置基数　200基
　　　（改築200千円×200基）

　　※財源　国費58,033　県費52,470

　＜単独事業＞
　（市全域）
　・浄化槽設置整備事業費補助金【嵩上分】
　　　設置基数　200基
　　　（改築100千円×200基）

　（二次離島地区）
　・浄化槽設置整備事業費補助金【嵩上分】
　　　設置基数　18基
　　　（300千円×15基、550千円×3基）

　　※財源　過疎債26,100

○ごみ処理施設解体事業

　・解体工事に伴う事前調査等業務

　　※財源　公共施設整備等基金繰入金17,034

○クリーンセンター管理
　運営事業

208,404

○　閉鎖したごみ処理施設について、解体を行
　います。
　　令和６年度は、岐宿ごみ処理施設の解体に
　向けた事前調査費用を計上します。

17,034

40,000

18,000

124,254

17,034

○　「五島市クリーンセンター」の管理運営費
　を計上します。
　　施設の管理運営については、運営業務委託
　契約に基づき五島グリーンテック株式会社が
　20年間行うこととなっています。

20,000

○　合併処理浄化槽の設置については、平成26

　年度から「海の再生プロジェクト」による市

　単独の嵩上げ補助を行い普及促進に努めてい

　ます。

　　令和４年度から一部拡充（10人槽より規模

　が大きい浄化槽について、国の基準に基づく

　基本補助額へ改正）しており、引き続き普及

　率の増加に努めます。

　　※令和４年度普及率：48.1％

　　　（普及率目標　令和６年度：54.7％）

生活環境課

238,571

6,150

市民生活部

新 規

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○クリーンセンター管理 　・運営業務委託
　運営事業 　・環境大気調査業務
　（つづき） 　・その他事務費

○福江衛生センター管理
　運営事業

　・運転管理業務委託
　・薬品等消耗品、光熱水費
　・機器点検修繕等
　・監理業務委託
　・改修工事
　・その他

　　※財源　過疎債57,800

○生活困窮者自立支援事業

　・生活困窮者自立相談支援事業
　・生活困窮者住居確保給付金給付事業
　・生活困窮世帯の子どもの学習支援事業
　・生活困窮者家計改善支援事業
　・事務費

　　※財源　国費12,091

○障害者関係市単独補助
　事業

　・障害者等交通費助成費
　・医療的ケア児非常用電源装置購入助成費
　・身体障害者用自動車改造助成費
　・障害者自動車運転免許取得助成費
　・配食サービス事業

　　※財源　過疎債7,900

○障害者（児）自立支援
　給付事業

　・介護給付費
　・補装具給付費
　・特例介護給付費
　・自立支援医療費
　・障害児相談支援給付費

57,119

72

124,195
7,667

200

767

378
15,277

191,024

200
200

595,252

20,139

17,745

244

1,441

○　障害者（児）が自立した社会生活を営むこ

　とができるよう、必要な障害福祉サービスに

　係る給付その他の支援を行います。

344

3,375
234,952

37,697

46,210

577

○　生活保護に至る前の生活困窮者の自立支援

　策として、自立相談支援事業の実施や、住居

　確保給付金を支給します。

　　また、「貧困の連鎖」を防止するための生

　活保護受給世帯の子どもを含む生活困窮世帯

　の子どもを対象とした学習支援事業や、ファ

　イナンシャルプランナー等の有資格者を活用

　した、特に支援が必要とされる家計改善に対

　する支援事業も引き続き実施します。

社会福祉課

生活環境課

8,918

1,530,205

○　「福江衛生センター」の管理運営費を計上

　します。

　　令和６年度は、令和５年度に実施した改修

　設計委託及び石綿含有調査の結果をうけ、改

　修工事を実施します。

7,019

○　障害者等に対して、自立や社会参加の促進、

　福祉の増進等を図るため、市単独での助成を

　行います。

7,974

17,292
58,010

福祉保健部

市民生活部

主要施策（一般会計）
- 12 -



　

（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○障害者（児）自立支援 　・高額障害福祉サービス費
　給付事業 　・計画相談支援給付費等
　（つづき） 　・訓練等給付費

　・障害児通所給付費

　　※財源　国費765,102　県費382,550

○老人ホーム入所措置事業

　・入所委託料（措置費）
　・事務費

　　※財源　老人福祉施設入所負担金52,512

○　生活保護扶助費
○生活保護扶助費 　　 ・R３  646世帯　796人

　　 ・R４  653世帯　803人
　　 ・R５  638世帯　778人（R5年9月現在）

　　保護率　市　2.38％（R5年9月現在）
　　　　　　県　2.02％（R5年9月現在）
　　　　　　国　1.62％（R5年9月現在）

　　・生活扶助費
　　・住宅扶助費
　　・教育扶助費
　　・介護扶助費
　　・医療扶助費
　　・出産扶助費 
　　・葬祭扶助費 
　　・生業扶助費　
　　・就労自立給付金　
　　・進学準備給付金　
　　　　　　（国費3/4　市費1/4）

○　救護施設入所事務費
　　　　　　（国費3/4　市費1/4）

○保育所アクション
　プログラム事業

　・保育の質の向上のための研修事業
　　　講師を招き役職に応じた研修を実施します
　・保育士等就労支援事業費補助金
　　　市内保育園等見学ツアーを実施します
　・保育士等宿舎借上支援事業費補助金
　　　雇用する保育士の住居費支援を行います
　・幼児期における英語教育事業費補助金
　　　英語教育に係る費用の一部を助成します
　・その他事務費

　　※財源　県費500　ふるさとづくり基金繰入金5,380

90,920

118,776

241,760

600

7,584

2,196

1,094,152

6,428

180

633,638

1,000

3,600

53,376

700

1,080

48

609,216
836

2,976

1,086,568

294,432

○　保育の質の向上のほか、保育士が働きやす

　い環境を整備し、若手保育士の確保に努める

　ため、支援を行っています。

25,124

242,010

こども未来課

社会福祉課

250

○　65歳以上の者であって、在宅において日常

　生活を営むのに支障がある者に対し、身心の

　状況、環境の状況等を総合的に判断し、養護

　老人ホームの入所に係る経費として、入所委

　託料（措置費）等を計上します。

500

3,660

福祉保健部

福祉保健部

主要施策（一般会計）
- 13 -



　

（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○学ぶ保育士等応援事業

　・学ぶ保育士等応援事業費補助金

　　※財源　県費5,460

○めぐりあい・交流促進
　事業

　・結婚新生活支援事業
　　　婚姻に伴う住宅賃借費用等を助成します
　　　１世帯最大30万円
　　　（夫婦ともに29歳以下は最大60万円）
　・結婚支援センター運営事業
　　　縁結び隊が相談に応じます
　　　毎月１回開催予定
　・婚活イベントの開催
　　　リアル婚活3回、スキルアップセミナー2回、
　　　街コン1回
　・婚活団体の支援
　　　独身男女の出会いの場を提供する団体を
　　　支援します
　・お見合いシステム登録推進

　　※財源　国費2,568　県費3,400　過疎債2,800
　　　　　　ふるさとづくり基金繰入金500

○つなぐＢＡＮＫごとう
　事業

　・つなぐＢＡＮＫごとう事業
　　　定期的に食品・学用品や生活用品を無償で
　　　提供する活動等を行います

　　※財源　国費330

○こどもの居場所・生活
　困窮者等支援事業

　・こどもの居場所・生活困窮者等支援事業費
　　補助金
　　　こどもの居場所の整備や学習支援等に取り組む
　　　団体を支援します

　　※財源　国費750　県費375

○　幼児教育・保育の質の向上に取り組む保育

　園等に対し、園内研修等に参加した保育者へ

　手当等を支給するための費用を助成すること

　で、幼児教育・保育の質の向上と保育者の離

　職防止を図ります。

5,460

11,039
○　未婚あるいは晩婚化が進展する中で、人口

　減少対策（自然減対策）を強化するため、出

　会いや結婚支援に取り組み、若い世代が結婚

　や子育てに関心をもつ取組を推進します。

500

○　ひとり親世帯への支援を行うことにより、

　継続的な見守りや必要な支援につなげ、子ど

　もたちの健やかな成長を官民一体となって見

　守る体制を構築します。

○　低所得の子育て世帯への支援を行うことに

　より、継続的な見守りや必要な支援につなげ、

　子どもたちの健やかな成長を官民一体となっ

　て見守る体制を構築します。

500

5,100

5,248

1,500

104

87

500

5,460

1,500

こども未来課

福祉保健部

新 規

新 規

拡 充

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○保育所運営費

　・へき地保育所運営費（玉之浦へき地）
　・小規模保育所運営費（奈留さくら）
　・私立保育所運営費負担金（11園）

　　※財源　保育所入所負担金37,729
　　　　　　国費431,850　県費177,891

○認定こども園運営費

　・認定こども園運営費負担金

　　※財源　国費360,459　県費185,046

○保育所等副食費補助金

　・保育所等副食費補助金

　　※財源　過疎債29,200

○放課後児童健全育成事業

　・放課後児童健全育成事業（特定分）9ｸﾗﾌﾞ
　・障害児受入推進事業　4ｸﾗﾌﾞ
　・送迎支援事業　7ｸﾗﾌﾞ
　・処遇改善等事業　12ｸﾗﾌﾞ
　・母子家庭等児童助成事業（県単）

　　※財源　国費28,659　県費30,405

○地域こどもの生活支援
　強化事業

○　へき地保育所（玉之浦）運営事業及び小規

　模保育所運営事業（奈留さくら保育所）並び

　に私立保育所に対する運営費負担金を計上し

　ます。

　　なお、保育料については、平成27年度から

　多子世帯における負担軽減を実施するととも

　に、平成29年度からは、兄弟を算定する際の

　年齢制限を撤廃し、全ての第２子を半額に、

　第３子以降を無償にしています。（※同時在

　園の場合は第２子も無償）

　　令和元年10月からは、国による幼児教育・

　保育の無償化が開始されましたが、無償化の

　対象とならない世帯の子どもについては、引

　き続き市独自の保育料軽減措置を講じていま

　す。

○　放課後児童クラブの運営等に対し補助を行
　います。

763,861

○　認定こども園７施設の運営費負担金を計上

　します。

　　なお、保育所同様、保護者負担の軽減を図

　るため、利用者負担については、無償化の対

　象とならない０歳から２歳児までの保育料を

　国の基準額から22％を軽減するとともに多子

　世帯への軽減策もこれまでどおり併せて実施

　します。

763,861

1,536
8,036

29,272

11,403

866,556

65,006

815,219

○　こども達が安心して過ごせる場所として、

　こどもの居場所づくりに取り組む団体に対し、

　活動経費を支援することで「島ならではの子

　育て支援体制」の構築を図ります。

3,493

36,125
15,212

○　保育所等の保育料軽減措置とともに、副食

　費についても国の無償化の対象とならない世

　帯の子どもに対し助成を行います。

4,066

29,272

89,474

こども未来課

福祉保健部

新 規

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○地域こどもの生活支援 　・地域こどもの生活支援強化事業委託料
　強化事業
　（つづき） 　　※財源　国費2,710

○　児童手当法に基づき児童手当を支給します。
○児童手当

　・0～3歳未満　児童１人当たり月額15,000円
　・3歳～中学生 児童１人当たり月額10,000円
　・特例給付（所得制限該当者）
　　　　　　　　児童１人当たり月額 5,000円

　　※財源　国費241,790　県費54,200

○児童扶養手当

　・第１子　　　月額45,500円以内
　・第２子　　　月額10,750円以内
　・第３子以降　月額 6,450円以内

　　※財源　国費50,924

○３世代同居・近居促進
　事業

　・３世代同居・近居促進事業費補助金

　　※財源　国費540　県費1,260

○保育環境改善等事業

　・ICT化推進等事業（登園管理システム）

　　※財源　県費600

○保育所等性被害防止
　対策事業

　・保育所等性被害防止対策事業費補助金

　　※財源　国費150

○医療的ケア児保育支援
　事業

　・医療的ケア児保育支援事業費補助金
　　　看護師の配置
　　　研修の受講支援
　　　補助者の配置
　　　受入のための改修事業

　　※財源　国費3,526　県費881

こども未来課

225
○　こどものプライバシー保護などのための設

　備設置等にかかる費用を助成することで、保

　育所等における性被害防止を行う市内保育所

　を支援します。

225

800

5,290

800

5,290

2,520

152,774

○　安心して子どもを産み育てることができる

　住居環境の形成を促進するため、新たに３世

　代で同居または近居するための住宅改修等に

　対して費用の一部を助成します。

350,190

○　児童扶養手当法に基づき児童扶養手当を支
　給します。

2,520

○　児童福祉施設等において医療的ケア児を受

　け入れるに当たり、医療的ケアを行う看護師

　等を配置する経費の一部を支援します。

○　保育所等における業務のＩＣＴ化を推進す
　ることにより、保育士等の業務負担の軽減を
　図ります。

4,066
福祉保健部

新 規

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○未熟児養育医療費

　・未熟児養育医療費
　・未熟児産後交通費

　　※財源　国費812　県費406　保護者負担金445

○不妊治療支援事業

　・不妊治療支援事業
　　①生殖補助医療費助成事業
　　　　＜助成内容＞
　　　　　・1～6回目　250千円
　　　　　（治療費、宿泊費(1泊5千円上限)、交通費）
　　②一般不妊治療通院交通費等助成事業
　　　　＜助成内容＞
　　　　　・1～6回目
　　　　　（宿泊費(1泊5千円上限)、交通費）

　　※財源　ふるさとづくり基金繰入金4,000

○出産・子育て応援給付金
　事業

　・子育て世代包括支援センター運営費
　　（伴走型支援・ネウボラGOTO）
　　　母子保健コーディネーター配置
　　　支援プラン作成
　　　育児用品パッケージの配付
　・出産子育て応援交付金（経済的支援）
　　　妊娠届出時/妊婦１人当たり５万円
　　　出生届出後/こども１人当たり５万円

　　※財源　国費17,682　県費4,420

○産後ケア事業

　・産後ケア事業
　　　宿泊型（医療機関）
　　　通所型（市内宿泊施設または医療機関）
　　　訪問型（居宅）

　　※財源　国費793

○　産後に心身の不調または育児不安等がある

　方、その他特に支援が必要と認められる方に

　対し、心身のケアや育児のサポート等の支援

　を実施します。

○　不妊治療について、経済的負担軽減を図る

　ことにより不妊治療を受ける機会を増大させ、

　出生数の増加を目指します。

　　令和５年度から県独自の助成制度が開始と

　なりましたが、対象となる医療が限定される

　ため、市独自分として治療費や交通費などに

　対し引き続き助成を行い、経済的負担の軽減

　を図ります。

18,136

1,591

4,000

8,524

○　養育のために医療機関に入院することを必
　要とする未熟児に対し、医療費の一部を給付
　します。
　　また、対象となる乳児の保護者に対し、島
　外病院への通院に要する費用の一部助成を行
　い、保護者の経済的負担の軽減を図ります。

1,000

○　妊娠期から全ての妊婦・子育て家庭に寄り

　添い、出産・育児等の見通しを立てるための

　面談や相談を行う伴走型支援と応援給付金支

　給による経済的支援を一体的に実施します。

4,000

2,070

26,660

1,591

こども未来課
3,070

福祉保健部

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○重層的支援体制整備事業

　・包括的支援事業
　・地域介護予防活動支援事業
　・生活支援体制整備事業

　　※財源　国費33,882　県費16,445
　　　　　　特別会計繰入金25,616

○老人クラブ活動費等助成
　事業

　・老人クラブ活動等補助金

　　※財源　県費3,545

○長寿祝金事業

　・長寿祝金（１００歳）

○介護人材確保対策事業

　・介護職員初任者研修受講料等補助金
　・生活援助従事者研修受講料等補助金
　・ケアマネジャー研修経費等助成金

　　※財源　県費1,503

○介護職員宿舎借上支援
　事業

　・介護職員宿舎借上支援事業費補助金

　　※財源　ふるさとづくり基金繰入金4,680

○介護福祉士養成校
　修学生への奨学金等
  支給支援事業

　介護福祉士養成校修学生への奨学金等支給支援事業費補助金

　・県外外国人修学生
　・日本人修学生

　　※財源　ふるさとづくり基金繰入金1,800

11,087

2,815

1,800

4,680

29,567

○　若者やＵＩターン者を介護職員として雇用

　しやすい環境をつくるため、介護サービス事

　業所に対し、新たに雇用する介護職員の住居

　費支援を行います。

1,550

○　老人クラブ活動等に対し助成を行い、高齢
  者の生きがいと健康づくりを推進します。

11,087

1,550

11,591

○　高齢者の長寿を祝福し敬老の意を表するた
　め、長寿祝金を支給します。

○　修学生へ奨学金等の支給を行う介護サービ

　ス事業所等の運営法人に対し、当該経費の一

　部を支援します。

4,950

○　高齢・障害・こども・生活困窮など多分野

　・多機関に関する課題に対して、多機関が一

　体的に取り組む重層的支援体制整備事業の開

　始に当たり、令和５年度までは介護保険事業

　特別会計において実施していた事業を一般会

　計において実施します。

94,689

53,531

○　介護人材確保対策として、介護事業所で就

　労するために必要な基礎的な研修に係る受講

　費用やケアマネジャーの離職防止と安定した

　定着を図るとともに資格未更新により無資格

　状態にある者の復帰を促すため、資格更新に

　要する経費を助成します。

　　令和６年度からはケアマネジャーの新規取

　得にかかる費用についても助成を開始します。

427
811

1,577

6,750

4,680

長寿介護課

福祉保健部

拡 充

新 規

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○高齢者補聴器購入費
　助成事業

　・加齢性難聴者補聴器購入費助成金

○シルバー人材センター
　運営費補助金

　・シルバー人材センター運営費補助金

　　※財源　過疎債10,000

○病院企業団運営費負担金

　・五島中央病院負担金
　・富江病院負担金
　・奈留医療センター負担金

　　※財源　過疎債23,800

○離島・へき地医療学講座

　＜主な研究内容＞
　　・医学生、研修医を対象とした地域医療教育の
　　　開発研究
　　・効果的な地域医療情報システム
　　・離島、へき地における健康、疾病に関する現
　　　状の疫学的調査研究

○カネミ油症対策事業

　・カネミ油症患者健康実態調査
　・カネミ油症被害者の会活動助成金
　・カネミ油症協議、資料収集等旅費　ほか

　　※財源　県費538

○　病院経営の安定及び離島医療の確保向上を

　図るための経費として、五島中央病院、富江

　病院及び奈留医療センターに係る運営費の一

　部を負担します。

592

1,037,783

20,000

○　元気な高齢者、地域住民が持っている豊富

　な社会経験と優れた能力を活用し、元気な高

　齢者が就業により社会に参加し、自らの生き

　がいづくりとなり、活力ある地域社会に貢献

　するシルバー人材センターの運営に対して補

　助金を交付します。

13,617

○　カネミ油症の被害は今日も継続しており、

　地元自治体としての立場から被害者に対する

　支援行動を行うため、カネミ油症被害者団体

　の活動に対する助成などを行います。

173,453

592

500

13,617

　・離島・へき地医療学講座寄附金 20,000

○　日常会話が大きな声でないと通じない高齢

　者の社会的孤立を防ぎ、積極的な社会参加を

　促すため、補聴器購入に要する費用の一部を

　助成することにより、日常生活の便宜を図り、

　認知症を予防します。

533

108

79,366

○　離島地域における離島医療システムの開発

　等及び離島・へき地の特殊性に精通した専門

　家の養成を目的に、県及び長崎大学と連携し

　五島中央病院内に「離島医療研究所」を設置

　し、地域医療に関する教育と研究、離島・へ

　き地の診療支援を行っています。

長寿介護課

1,290,602
国保健康政策課

1,141

福祉保健部

福祉保健部

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○スマート巡回診療推進
　プラン（モバイルクリ
　ニック）

　・スマート巡回診療推進事業
　・衛星通信機器導入等経費【新】

　　※財源　過疎債25,400

○予防接種事業

　・予防接種委託料
　　　ＢＣＧ、日本脳炎、Ｂ型肝炎、ヒブ、
　　　小児・高齢者肺炎、ロタ、ＭＲ、水痘、
　　　子宮頸がん（通常分）、インフルエンザ
　　　風しん（特例分）、子宮頸がん（特例分）ほか
　・予防接種費用助成金（県外接種への支援）
　・事務費（医薬材料費、予診票用紙等）

　　※財源　国費454　諸収入1,500

○健康増進事業

　・健康増進事業
　・健康教育、相談事業
　・健康診査事業
　・がん検診事業
　・食生活改善推進事業

　　※財源　県費1,221　特別会計繰入金3,000

○地域おこし協力隊事業

　・地域おこし協力隊員人件費、活動費
　　　活動内容：ひきこもり支援１名
　　　　　　　：無形文化の保全・継承１名【新】
　　　　　　　：地域拠点創設２名【新】
　　　　　　　：奈留高校離島留学支援４名
　　　　　　　※奈留高校離島留学支援の関係経費は別途計上

　・地域おこし協力隊資格取得等支援補助金
　・事務費

25,515

551

○　健康増進法に基づいて、40歳以上の市民を

　対象に市民各自が健康の大切さを自覚し、健

　康的な生活習慣を身につけ、生活の質を高め

　るよう支援することを目的とした健康教育、

　健康相談等の保健事業を展開します。

1,280

23,806

19,933

61,838

253

88,073

1,200
605

○　都市部の意欲ある人材を積極的に受け入れ、

　新しい視点や発想によって新たな価値の創出

　や地域の活性化を図り、任期終了後の定住定

　着を図ります。

  　令和６年度は、８名を配置し地域の活性化

　に努めます。

○　移動が困難な患者等の利便性向上等を図る

　ため、オンライン診療の機能や医療機器を搭

　載したモバイルクリニック（診察のための専

　用車両）を運行します。

　　令和６年度より衛星通信機器を導入し、対

　象地域の拡大を図ります。

90,497

1,873

○　予防接種法に基づく予防接種及び任意によ

　る予防接種を集団及び個別接種により実施し

　ます。

　　特例的な風しん予防接種及び子宮頸がん予

　防接種についても、継続して関係経費を計上

　します。

3,130

1,282

国保健康政策課

地域協働課

1,709

67,783

21,738

福祉保健部

地域振興部

拡 充

拡 充

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○地域プロジェクト
　マネージャー事業

　・プロジェクトマネージャー人件費（１名）
　・活動費

○地域の絆再生事業

　・地域の絆再生事業交付金

○集落支援員事業

　・集落支援員人件費
　・集落支援員活動経費

○ＵＩターン促進事業

　・移住相談会、移住促進ＰＲ経費
　　　東京、大阪、名古屋、福岡、オンラインにて開催
　・空き家活用促進事業費補助金
　　　空き家バンク登録物件の改修費用に対する助成
　・空き家家財処分に対する補助金
　　　空き家バンク登録物件の家財処分費用に
　　　対する助成
　・空き家バンク管理運営業務委託料
　　　空き家の有効活用を円滑に推進するため
　　　業務を民間委託
　・短期滞在住宅管理運営事業
　　　短期滞在住宅の維持管理、修繕
　・移住者マッチングアプリ運用保守
　　　移住希望者や既移住者間等でコミュニケー
　　　ションができるアプリケーションを運用

○　市内13地区に設置するまちづくり協議会に

　集落支援員を配置（12名）し、地域の課題を

　地域で解決できるよう、話し合いの場づくり

　や事業化への仕組みづくりなどまちづくり協

　議会が円滑に活動できるような体制を整えま

　す。また、空き家の調査や移住相談などきめ

　細かな対応により地域内のＵＩターン者のフ

　ォローも行っています。

7,547

6,654

42,722

893

2,000

4,913

7,048

42,722

○　専任の移住支援員を配置し、ＵＩターン希

　望者に五島暮らしの魅力を積極的に発信する

　とともに、短期滞在住宅や空き家バンクの整

　備・活用、奨学金返還支援など各種助成制度

　により、本市への移住・定住促進を図ります。

○　人口減少や高齢化の進展などにより生じる

　様々な地域課題を解決し、地域住民と行政の

　協働によるまちづくりを推進する「地域の絆

　再生事業」を平成26年度より展開し、現在13

　地区において事業に取り組んでいます。

　　地域内の課題、資源の共有化を図るワーク

　ショップ等の定期的な開催により、地域住民

　との対話を通して、地域が主体的に課題解決

　に取り組めるよう支援します。

　　また、研修会等への参加を積極的に促し、

　地域リーダーの人材育成やネットワークづく

　りにも取り組みます。

○　まちづくり協議会や地域団体の育成と合わ

　せて、行政、地域が連携・協働し、地域の課

　題解決に向けた活動を互いに取り組んでいく

　体制を強化するため、総務省の地域プロジェ

　クトマネージャー制度を活用して推進します。

　　※財源　過疎債42,700

88,706

45,711

6,525

7,022

18,000

39,186

地域協働課

902

地域振興部

拡 充

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○ＵＩターン促進事業 　・移住支援事業費補助金
　（つづき） 　　　東京圏等からの移住者（就職者等）に対する助成金

　・移住希望者支援事業費補助金
　　　市内企業への面接旅費に対する助成
　・奨学金返還支援助成金
　　　奨学金返還費用に対する助成
　・子育て世帯移住促進事業費補助金
　　　市外からの引っ越し費用に対する助成
　・その他
　　　移住サポートセンター運営負担金、事務費

　　※財源　国費17,918　県費14,700
　　　　　　地域活性化支援事業費2,104
　　　　　　ふるさとづくり基金繰入金21,970
　　　　　　短期滞在住宅利用者浄化槽点検清掃費負担金31

○物産振興対策事業

　・物産展、商談会経費
　・五島市産品プロモーション強化事業
　　　五島フェアの開催、バイヤー等の招聘
　・五島産品島外販売促進事業
　・五島市公認産品応援店フェア開催事業【新】
　・物産振興協会等負担金

　　※財源　国費29,757　過疎債26,140
　　　　　　地域活性化支援事業費548

○しまの産品生産・販売力
　拡大支援事業
　（しまの地域商社）

　・五島産品島外卸販売事業
　・長崎県しまの食品産業基盤整備支援事業

　　※財源　国費12,628

○観光案内業務

9,571
15,685

19,600

　・観光案内業務委託料

60,879

2,389

11,106

268

33,000

1,262

18,000

7,222

5,100

○　五島市物産振興協会を物流機能を有する地

　域商社として位置付け、物流倉庫をはじめと

　した集荷体制の運用により、都市圏への出荷

　時の輸送コストの課題解決や販路拡大に取り

　組みます。

　　また、長崎県が主体となって実施する県内

　離島地区で生産される産品の島外への販路拡

　大を図る事業に対し、費用の一部を負担しま

　す。

21,970

11,106
○　五島市観光の窓口である福江港ターミナル、

　五島つばき空港及び奈留港ターミナルにおい

　て、観光案内を行い、観光窓口のワンストッ

　プ化を図ります。

文化観光課

889

25,256

○　商工業、農林水産業等の産業を育成するた

　め、物産展や各種イベントへの参加、東京事

　務所・福岡事務所を中心とした営業活動の実

　施に加え、大手スーパー、百貨店等と強い繋

　がりがある離島振興地方創生協会や地域商社

　である五島市物産振興協会と連携し、これま

　でに確立した流通体制を活用しながら、取引

　機会の増加や販路の拡大、効果的なＰＲ活動

　を実施して市内事業者の売上増加を図ります。

地域協働課

地域振興部

地域振興部

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○地方創生推進交付金
　活用事業

　・観光情報発信充実強化事業委託料
　・ロケーション撮影誘致事業費補助金【新】
　・インバウンド誘客促進事業費補助金【新】
　・体験型コンテンツ検証委託料【新】

  　※財源　国費12,854

○体験型観光推進事業

　・体験型観光コーディネート業務
　　（専任スタッフ配置、ツアーデスク運営等）
　・体験型観光受入環境整備事業費補助金
　・教育旅行推進事業費補助金【新】
　・農林漁業体験民宿拡大事業費補助金
　・その他経費（旅費、記念品等）

　　※財源　国費15,724

○東京・福岡事務所経費

　
　・東京事務所運営経費
　　　職員２名、会計年度任用職員１名を配置

（大村市と折半）
　・福岡事務所運営経費
　　　職員２名、会計年度任用職員１名を配置

○ジオパーク推進事業

　・五島列島ジオパーク推進協議会負担金
　　　出前講座、学習会、ジオツーリズム、
　　　ジオガイドの育成
　・ジオサイト等の保全活用事業
　　　ジオサイト等保全業務委託
　　　ジオサイト解説板製作業務委託
　　　富江溶岩トンネル内の生態調査業務委託
　　　五島列島ジオパーク生物多様性調査事業【新】

220

17,926

1,876

15,343

32,663

28,204

3,000

○　さらなる五島市の知名度向上を図るため、
　効果的な情報発信の充実強化を行います。
　　また、インバウンドの誘客を促進するため、
　インバウンド取扱い旅行会社などと連携した
　旅行商品の造成、着地型旅行商品の検証を行
　い、観光入込客数の増加を図ります。

9,732
2,100
12,000

6,958

○　市内11地区に設置している体験交流協議会
　の組織強化と民泊受入環境の整備を行うとと
　もに、教育旅行における五島市への送客を推
　進する支援や東京事務所・福岡事務所と連携
　した営業活動を実施し、教育旅行の受入れ拡
　大を図ります。

11,991

8,300

8,385

16,000

○　大村市と共同で「五島市東京事務所」を、

　単独で「五島市福岡事務所」をそれぞれの都

　市に設置しています。

　　生産物や加工品の販路拡大、来島者の誘致

　などの活動を行うことで、五島市の地域経済

　の活性化へつなげています。

1,452

○　令和４年１月に、名称を「五島列島（下五

　島エリア）ジオパーク」として日本ジオパー

　クに認定されました。

　　日本ジオパークネットワークの一員として、

　五島の自然・歴史・文化といった多様な地域

　資源を守りながら、複合的に活用することで、

　市民の郷土に対する愛着や誇りの醸成と地域

　経済の活性化につなげるべく、地域が一体と

　なった取組を進めます。

25,708
文化観光課

地域振興部

拡 充

拡 充

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○ジオパーク推進事業 　・事務費
　（つづき）

　　※財源　国費7,766　ふるさとづくり基金繰入金9,058
　　　　　　企業版ふるさと納税寄附金5,000
　　　　　　国立公園等資源整備事業費補助金696

○鐙瀬ビジターセンター
　管理運営事業

　・鐙瀬ビジターセンター管理運営事業
　　　施設維持管理経費
　　　その他事務費

○日本遺産「大宝寺」
　トイレ設置事業

　・観光客受入環境整備事業費補助金

　　※財源　ふるさとづくり基金繰入金11,250

　
○世界遺産保存整備事業

　・受入環境整備の充実
　　　久賀島観光交流拠点センター管理運営費
　　　奈留島世界遺産ガイダンスセンター管理運営費
　　　教会守設置事業　ほか

　・構成資産の情報発信
　　　世界遺産県市町共同事業負担金
　　　世界遺産周知・啓発用パンフレット作成
　　　その他（福江空港内広告、事務費等）

　・構成資産の適切な保存・活用
　　　構成資産調査事業
　　　構成資産獣害被害抑制対策事業
　　　集落内草刈、清掃

　・その他事務費
　　　世界遺産保存活用協議会等出席旅費　ほか

　　※財源　国費1,188　県費7,902　過疎債1,300
　　　　　　ふるさとづくり基金繰入金6,205

○重要文化的景観保護推進
　事業

17,730

○　「鐙瀬ビジターセンター」の管理運営費を
　計上します。
　　施設はジオパークの拠点施設として、令和
　５年４月にリニューアルオープンしました。
　　五島の豊かな地域資源に触れる機会を創出
　し、魅力を伝えていくため、自然体験プログ
　ラムや企画展示の充実を図ります。

5,597

○　平成30年７月に世界遺産登録された「長崎
　と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」の構
　成資産である「久賀島の集落」及び「奈留島
　の江上集落」について、恒久的な保存・継承
　を図るとともに、世界遺産を核とした地域振
　興を図ります。

1,978

18,100

41,098

17,730

840

○　令和３年度に、奈留島の大串・江上地区と

　周辺海域を含めて拡大追加選定された国の重

　要文化的景観「五島列島における瀬戸を介し

　た久賀島及び奈留島の集落景観」について、

　その景観的価値を十分に守りながらも、整備

　・活用を図っていきます。

2,531

11,250
○　令和４年７月に新たに日本遺産に登録され
　た大宝寺について、観光客の衛生面及び利便
　性向上のため、受入環境整備に伴う費用を助
　成します。

16,561

文化観光課

11,250

地域振興部

新 規

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○重要文化的景観保護推進 　・重要文化的景観保護推進事業
　事業 　　　整備活用委員会経費
　（つづき） 　　　その他事務費

○文化財保存整備事業

　・文化財保存整備事業
　　　石田城築地塀修復
　　　江上天主堂防災施設整備
　　　富江藩主の墓修復整備
　　　チャンココ道具等補修

　　※財源　ふるさとづくり基金繰入金10,268

○スポーツ振興対策事業

　＜各種補助事業＞
　　・市スポーツ協会事業費補助金
　　・市スポーツ少年団運営費補助金
　　・県民体育大会参加費補助金
　　・市民体育大会事業費補助金
　　・体育スポーツ振興補助金
　　・ジュニアスポーツ選手育成強化事業費
　　　補助金（五島高校スポーツ科　3科）
　　・競技団体強化事業費補助金
　＜その他事業＞
　　・スポーツ観戦ツアー事業
　　　（V・ファーレン長崎、長崎ヴェルカ）

  　※財源　過疎債4,500
　　　　　　ふるさとづくり基金繰入金3,930

○五島列島夕やけマラソン
　大会

　・五島列島夕やけマラソン大会負担金

  　※財源　地域活性化支援事業費1,250　過疎債1,200

○五島長崎
　国際トライアスロン大会
　（バラモンキング）

　・トライアスロン大会負担金

　　※財源　寄附金2,000
　　　　　　ふるさとづくり基金繰入金13,000

○　文化財の環境整備を図るとともに、貴重な
　文化財の維持補修や地域の歴史的伝統文化の
　保存継承に努めていきます。
　　令和６年度は、石田城築地塀修復等を計上
　します。

18,220
○　市民誰もがそれぞれの年齢や体力、技術、

　興味などに応じて、いつでも、どこでも、い

　つまでも生涯現役としてスポーツに親しむこ

　とができる「市民総スポーツ社会」の実現と

　競技力の向上を図るため、各種大会の運営費

　の助成や各種（全国・九州・県）大会出場選

　手への旅費の助成などを行います。

○　五島市のオリジナルブランド大会「2024五

　島長崎国際トライアスロン大会」を、令和６

　年６月23日（日）に開催予定です。

スポーツ振興課

300

2,531

11,604

5,840

2,750

2,500

1,200

1,000

2,500

○　夏の観光シーズン終盤イベントとして開催
　し、マラソン参加による来島者数の増加を図
　り、五島市の知名度向上と地域経済の活性化
　を目指します。第38回大会は、令和６年８月
　24日（土）に開催予定です。

600
4,500

2,030

15,000

11,604

文化観光課

15,000

地域振興部

地域振興部

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○スポーツ交流人口拡大
　推進事業

　・スポーツ交流人口拡大推進事業費補助金
　・スポーツ合宿誘致営業旅費等
　・スポーツ愛ランド推進事業費補助金
　　　絶景福江島マラニック大会
　　　五島列島福江島グラウンド・ゴルフ大会
　　　著名講師招聘によるスポーツ教室
　　　知名度アップのための広報活動

　　※財源　国費9,000　ふるさとづくり基金繰入金2,200

○中央公園施設長寿命化
　事業

　・市民体育館非常用電源設備更新工事等

○中央公園施設整備事業
　（クロスカントリー
　　コース整備事業）

　・クロスカントリーコース整備事業（設計等）

　　※財源　過疎債12,500

○移動販売支援事業

　・移動販売支援事業費補助金
　　（車両等購入、燃料費）

　　※財源　国費3,250

○　小売店舗の廃業などに伴い、地元での食料
　品等の購入が困難な地域の買い物手段確保の
　ため、移動販売事業者を支援します。
　　令和６年度より、支援対象となる事業者の
　範囲を拡大しています。

18,000

○　中央公園は、昭和58年に供用開始され、建

　設当初の施設は老朽化が進んでいるため、施

　設の更新、維持管理を計画的に実施し、利用

　者が安心して施設を利用できるよう、平成28

　年度に長寿命化計画を策定し、令和３年度に

　計画の見直しを行いました。

　　平成29年度から、計画に基づき、施設の延

　命化のための改修事業等を実施しており、今

　後も計画的に進めていきます。

　　令和６年度は、市民体育館非常用電源設備

　等及び中央公園遊具更新工事を実施します。

6,500

120,800

○　現在のウォーキング・ランニングコースは
　利用者が多く、衝突事故等の危険性があるた
　め、新たにクロスカントリーコースを整備し、
　利用者の分散化を図ります。
　　また、スポーツ合宿地としての施設の魅力
　化を図ります。

商工雇用政策課

22,472
○　市外の実業団や大学・高校等のスポーツ合
　宿を誘致し、スポーツによる「まちづくり」、
　「賑わいづくり」により地域活性化を図りま
　す。
　　スポーツ合宿誘致については、引き続き全
　天候型陸上競技場等を活用した合宿誘致も含
　めて積極的に推進し、実施団体の継続・定着
　化を図ります。
　　また、スポーツ愛ランド推進事業としてス
　ポーツイベントの誘致も積極的に行い、スポ
　ーツの島としての五島市の知名度アップを図
　ります。
　　令和６年度は、マラニック大会、グラウン
　ド・ゴルフ大会を開催し定着を図ります。

120,800

3,300

6,500

12,582

  　※財源　国費60,400　辺地債60,400

1,172

12,582

スポーツ振興課

産業振興部

地域振興部

新 規

拡 充

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○デマンド型乗合タクシー
　（チョイソコ）運行事業

　・デマンド型乗合タクシー運行費負担金
　・運行予定台数　９台
　　　福江５台、富江１台、岐宿１台、奈留２台

○新生活交通維持費補助金

　・新生活交通維持費補助金

○離島航空路線確保対策
　事業

　・離島航空路線機材更新関係事業費補助金
　・離島航空路線確保対策補助金

　　※財源　過疎債33,700

○中小企業支援事業

　・中小企業振興資金保証料補給金
　・中小企業振興資金利子補給金
　・経営改善貸付利子補給金
　・創業資金融資保証料及び利子補給金
　・創業資金及び中小企業振興資金預託金

○企業誘致プロモーション
　事業

　・企業誘致プロモーション事業
　　　地方拠点設置検討企業の発掘
　　　（調査、研究、アンケート）
　　　企業向け五島市ＰＲ動画作成
　　　ＷＥＢサイト制作

　　※財源　国費1,749

○就職氷河期世代活躍支援
　事業

○　市外企業を誘致することにより雇用の創出
　及び良質な雇用の推進を図るため、企業誘致
　に向けた調査や情報提供を実施します。

○　求職者の中には、就職氷河期に卒業時期を

　迎えたことにより、就職ができない、あるい

　は非正規雇用として勤務しているなどの実態

　があるため、国がこうした世代への支援策を

　打ち出しました。

　　五島市でも交付金を活用し、就職氷河期世

　代の実態調査及び支援に取り組んでいます。

3,712

○　五島市地域公共交通計画に基づき、「電話

　予約制乗合タクシー（チョイソコ）」を福江

　島（福江、富江、岐宿）及び奈留島に導入、

　運行しており、地域内の通院や買い物移動な

　どの利便性向上を図っています。

24,022

○　オリエンタルエアブリッジ㈱が令和４年度

　から使用機材をQ200からATR42に更新したこと

　に伴い、パイロットやＣＡなどの訓練に係る

　ソフト事業について、壱岐市、対馬市、五島

　市の３市で関係経費の費用負担を行います。

　（費用負担の期間：令和４年度～７年度）

60,013

60,013

○　路線バス及び海上交通の代替として、ある

　いは従来からの交通空白地域である等、日常

　生活に不便をきたす地域の住民の交通手段と

　して、乗合タクシーを運行しています。

3,498

10,072

6,093

6,000
1,378

5,516

3,498

○　市内中小企業の振興を図るため、融資に対
　する保証料及び利子を助成することで負担軽
　減を図り、経営安定と市内産業の活性化を図
　ります。

860

10,072

33,780

27,687

10,268

商工雇用政策課

産業振興部

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○就職氷河期世代活躍支援
　事業
　（つづき）

○雇用対策事業

　・企業ＰＲ動画作成業務委託料
　　　参加事業者募集、訪問助言
　　　セミナーの開催、ＰＲ動画集約・公開
　・インターンシップ支援事業費補助金【新】
　　　就業体験に対する旅費等の支援

　　※財源　国費247　ふるさとづくり基金繰入金500

○特定地域づくり事業
　協同組合事業

　・特定地域づくり事業協同組合事業費補助金
　　　組合員数　27事業者
　　　派遣職員　15人（予定）

　　※財源　国費12,488

○担い手育成確保特別対策
　事業

　・農業研修支援事業費補助金（最長２年間）
　　＜制度内容＞
　　　①研修生に対する支援
　　　　　・研修手当
　　　　　　　50歳未満　月12万5千円
　　　　　　　50歳以上60歳以下　月12万円
　　　　　・住居手当　家賃の1/2（上限月2万円）
　　　②研修生受入先に対する支援（認定農業者、農業士）
　　　　　・研修受入手当　月5万円

○中山間地域等直接支払
　事業

○　五島市の基幹産業である農業の振興にとっ

  て、農業後継者の育成確保は重要な課題であ

　ることから、農家（認定農業者、農業士）で

　の農業研修制度により、担い手の確保を図り

　ます。

3,465

　・コンサルティング業務委託料

○　中山間地域等では、高齢化が進行する中、

　平地地域に比べ農業の生産条件が不利な地域

　が多く、担い手の減少、耕作放棄地の増加等

　により多面的機能の低下が特に懸念されてい

　ます。このため農業生産活動等を通じ中山間

　地域等における耕作放棄の発生を防止し、多

　面的機能を確保するため、農業生産活動等

（草払いなど）を行う農業者に対し補助を行い

　ます。

　　※財源　国費2,784

115,650

　　　職場体験等実践活動

3,712

24,976

　　　個別相談、心理カウンセリング

○　繁忙期などに人手が欲しい事業者側と正規

　雇用を希望する求職者の雇用のミスマッチを

　解消し、地域の担い手となる人材を確保する

　ことを目的とした特定地域づくり事業協同組

　合について、その運営費を補助することによ

　り組合の安定した運営を支援します。

500

24,976

○　島内における雇用の確保のため、各種事業

　を展開します。

　　高卒求職者を始め、市内及び市外在住若年

　者の市内就職を促進することで、人材不足の

　解消を図ります。

995

3,465

495

商工雇用政策課

農　林　課

産業振興部

産業振興部

拡 充

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○中山間地域等直接支払 　・中山間地域等直接支払事業費補助金
　事業 　・事務費
　（つづき）

　　※財源　県費86,989

○環境保全型農業直接支払
　交付金事業

　・環境保全型農業直接支払交付金
　・事務費

　　※財源　県費8,014

○農業次世代人材投資事業
○新規就農者育成総合対策
　事業

　・農業次世代人材投資事業費補助金
　　　（令和３年度以前の認定者）
　　　就農後の認定新規就農者へ就農後５年目まで
　　　給付金を支給
　・新規就農者育成総合対策事業費補助金
　　　（令和４年度以降の認定者）
　　　①経営発展支援事業
　　　　　機械・施設等の導入に対する助成
　　　②経営開始資金
　　　　　新たに経営を開始する者等に対して最長
　　　　　３年間給付金を支給

　　※財源　県費33,375

○農地中間管理事業

　・農地集積協力金
　・事務費（人件費等）

　　※財源　県費21,680
　　　　　　農地中間管理機構事業委託費5,306

○農業用燃油高騰対策事業

21,680

10,580

○　農業者の高齢化や耕作放棄地の拡大が進む

　中で、地域農業を支える担い手への農地利用

　の集積・集約化を図っていく必要があること

　から、農地の集積・集約化の受け皿組織とな

　る農地中間管理機構（農地バンク）が設立さ

　れています。

　　まとまった農地を農地バンクに貸し付けた

　地域には、貸し付けた農地の割合に応じて

　協力金を交付します。

8,443

114,639

○　離島の燃油価格は、本土地区に比べて割高

　であることから、農業経営にも大きな影響を

　与えています。農業経費の中で燃油の使用割

　合が高く、農業経営への影響が特に大きい施

　設園芸等について、燃油購入に要する経費を

　助成します。

4,200

1,011農　林　課

○　新規就農者に対する資金面への支援を行う

　ことにより、農業への人材の一層の呼び込み

　と定着を図るため、認定新規就農者に対して

　補助を行います。

80

24,750

8,625

33,375

10,660
○　農業の有する多面的機能の発揮の促進を図

　るため、自然環境の保全に資する農業生産活

　動を支援するもので、化学肥料及び化学合成

　農薬の慣行基準の５割低減に併せて緑肥作物

　の作付や有機農業等の環境保全効果の高い取

　組を実践する農業者に対して補助を行います。

30,123

産業振興部

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○農業用燃油高騰対策事業 　・燃油高騰対策事業費補助金
　（つづき）

○農作物等有害鳥獣対策
　事業

　・有害鳥獣捕獲委託料
　・捕獲に対する報奨金
　・農作物等有害鳥獣対策事業費補助金
　　（狩猟登録費用、侵入防止柵購入等補助、
　　　捕獲隊設置補助）
　・有害鳥獣被害防止対策協議会負担金
　・有害鳥獣捕獲用消耗品、備品
　　（餌代、箱わな等）
　・鳥獣被害対策実施隊
　　（人員：本庁4、奈留10、玉之浦1）
　・拡散防止維持管理（人員：本庁3）
　・その他（燃料費、捕獲機器通信料　ほか）

　　※財源　県費19,336

○肉用牛繁殖雌牛導入事業

①家畜特別導入型事業

　・特別導入牛購入費
　　　882,200円×35頭
　　　　※財源　家畜導入事業基金繰入金30,877
　・家畜導入事業基金積立金
　　　　※財源　物品売払収入9,632　基金利子1
　　　　　　　　譲渡対価一部前納金3,960

②家畜農協等有導入事業

　・家畜農協等有導入事業補助金(維持タイプ)
　　　96千円（県50千円、市46千円）×60頭
　　　106千円（県60千円、市46千円）×60頭
　　　　※財源　国費2,760　県費6,600

　・家畜農協等有導入事業補助金(増頭タイプ)
　　　100千円×40頭
　　　110千円×40頭
　　　　※財源　県費8,400

1,900

53,843

1,730

農　林　課

20,520

　　※財源　過疎債4,200

20,175

　　　園芸用燃油１Ｌ当たり10円を助成

　　　市が肉用繁殖雌牛を計画的に購入し、農

　　業者に一定期間無償で貸し付けた後、その

　　者に譲渡し、畜産経営の安定を図ります。

8,400

○　市内子牛生産者の繁殖雌牛導入への支援を

　行い、五島市農業の基幹作目である肉用子牛

　の生産基盤の維持、強化を図ります。

12,120

○　農作物等の有害鳥獣対策について、生息域

　の拡大を防ぐための拡散防止柵の維持や侵入

　防止柵の設置費用等の補助に加え、ＩＣＴ機

　器を活用した捕獲、捕獲者に対する報奨金の

　支給などの捕獲対策を行い、農作物等への被

　害の軽減に努めます。

29,975

7,550

130,463

60,852

10,401

93,052

8,760

30,877

　　　肉用繁殖雌牛を購入し、導入計画を有す

　　る者に一定期間貸し付けた後、その者に譲

　　渡し畜産経営の安定を図る農協等を支援し

　　ます。

4,200

26,104

産業振興部

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○肉用牛繁殖雌牛導入事業 ③優良雌牛導入事業
　（つづき）

　　　146千円×80頭（畜産クラスター併用以外）
　　　　※財源　国費5,840

○和子牛生産者臨時経営
　支援補完事業

　・和子牛生産者臨時経営支援補完事業費補助金

　　※財源　国費36,000

○畜産クラスター構築事業

　・畜産クラスター構築事業費補助金
　　　牛舎等整備事業

　　※財源　県費77,188

○五島食肉センター管理
　運営事業

　・指定管理料
　・冷蔵冷凍空調機保守点検業務委託料
　・牛豚解体ライン保守点検業務委託料
　・施設・設備等修繕料

○農地整備事業(経営体
　育成型)
　（久賀地区）
　（寺脇地区）

　・県営経営体育成基盤整備事業費負担金
   ＜久賀地区＞
　　　工事費負担金（60,000千円×市10％）
　　　　　　　　　（60,000千円×地元負担金5％）
　　　事業期間　平成28年度～令和6年度（20.4ha）
　　※財源　過疎債6,000　地元分担金3,000

   ＜寺脇地区＞
　　　工事費負担金（50,000千円×市10％）
　　　事業期間　平成29年度～令和9年度（56.6ha）
　　※財源　過疎債5,000

92,624
○　畜産農家をはじめとした畜産関係者で構成

　する「五島地域畜産クラスター協議会」が行

　う畜産収益力向上に向けた取組を支援します。

　　令和６年度は、肥育牛舎の整備２件にかか

　る経費を計上します。

　　　県の農協等有導入事業(増頭タイプ)との

　　併用など、経費助成を行い、高育種価等、

　　市場性が高い母牛群の整備を推進します。

○　五島食肉センターの管理運営は、株式会社

　ＪＡごとう食肉センターへの指定管理方式で

　行っています。

　　令和６年度は、指定管理料のほか、施設設

　備の維持管理経費を計上します。

2,200

14,000

5,000

92,624

11,680

11,680　・優良雌牛導入事業補助金

49,835

9,000

○　小区画の水田を大区画にし、用水の安定確

　保や水田の汎用化、大型機械の導入など、生

　産性の向上を図るとともに、担い手への農地

　集積による経営規模拡大を図ります。

59,921

26,000

農　林　課

6,886
1,000

36,000
○　子牛価格の下落が続くなか、国は和子牛生

　産者臨時経営支援事業を延長しており、その

　補完事業を引続き市独自で行うことで、肉用

　子牛生産者を支援します。

36,000

産業振興部

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○農地整備事業(経営体 　・経営体育成基盤整備事業
　育成型) 　　　寺脇地区土地改良事業運営事業費補助金2,000
　（つづき） 　　　久賀地区換地業務10,000（県費負担10/10）

○畑地帯総合整備事業
　（富江・日の出地区）
　（富江・山下地区）
　（上大津地区）

　・県営畑地帯総合整備事業費負担金
　　＜富江・日の出地区＞
　　　工事費負担金（50,000千円×市9.5％）
　　　事業期間　令和2年度～令和10年度（27.5ha）

　　※財源　過疎債4,700

　　＜富江・山下地区＞（県単）
　　　調査費負担金（1,000千円×市30％）

　　＜上大津地区＞（県単）
　　　調査費負担金（400千円×市30％）

　・土地改良事業運営事業費補助金（単独）
　　　富江土地改良区

○多面的機能支払交付金
　事業

　・多面的機能支払交付金
　　　①農地維持支払交付金
　　　　　取組面積　1,216.45ha
　　　②資源向上支払交付金（共同活動）
　　　　　取組面積　1,082.65ha
　　　③資源向上支払交付金（長寿命化）
　　　　　取組面積　1,049.27ha
　・事務費

　　※財源　県費52,751

○林業効率化機械等整備
　事業費補助金

　・林業効率化機械等整備事業費補助金
　　　プロセッサ（自走式造林作業機）

　　※財源　国費15,921

○森林環境譲与税関係経費

15,918

○　面積が小さく区画も不整形で分散した圃場

　の区画整理を実施し、農地の集積と大型機械

　の導入・効率的な利用により作業負担の軽減

　と生産性の向上、農業経営の安定化を進めま

　す。

農　林　課

7,170

2,000

300

120

725

69,369
31,432

○　国から交付される森林環境譲与税を活用し、

　適切な管理がなされていない森林（人工林）

　のうち私有林を対象とした経営管理意向調査

　の実施、経営管理権集積計画の策定などに取

　り組みます。

　　令和６年度は、利用・搬出間伐促進のため、

　新たに輸送費や作業道修復に係る経費を支援

　します。

12,000

21,228

21,228

4,750

38,866

○　農業・農村の有する多面的機能の維持・発

　揮を図るための地域共同活動に係る支援を行

　い、地域資源の適切な保全管理を推進します。

70,094

5,170

22,019

○　森林組合が業務の効率化、収益増を目的と

　して導入する高性能林業機械へ助成を行いま

　す。

産業振興部

新 規

拡 充

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○森林環境譲与税関係経費 　・五島産木材ベンチ作製（43基）
　（つづき） 　・チェーンソー講習会の開催

　・旅費の助成
　（林業従事者の島外での研修、資格取得）
　・経営管理権集積計画作成（富江町繁敷地区）
　・経営管理業務（富江町松尾地区）
　・ふるさとの森林づくり事業費補助金【新】
　（陸上・海上輸送費、森林作業道の補修費）
　・森林整備基金積立金

○椿振興事業

　・椿植栽推進事業
　　　椿苗木購入
　　　椿植栽事業費補助金
　・椿林モデル地区整備
　・ＴＳＵＢＡＫＩキャンペーン事業
　・ヤブツバキ振興協議会等参加費
　・その他

　　※財源　林業振興費寄附金1,953

○全国椿サミット五島大会
　開催事業

　・全国椿サミット実行委員会負担金
　・旅費（ツバキ協会との協議　ほか）
　・その他

　　※財源　国費6,233　ふるさとづくり基金繰入金6,261

○森林環境保全直接支援
　事業

　・森林環境保全直接支援事業
　　　松くい虫被害木伐倒駆除　50 （富江、三井楽、岐宿）
　　　保育間伐　15ha（玉之浦）
　　　利用間伐　10ha（富江）
　　　作業道開設　1,000m（富江）

　　※財源　県費20,082

734
603

81

13,217

9,250

農　林　課

○　令和６年度（令和７年２月）に開催される

　全国椿サミットについて、五島市が開催地と

　して内定したことから、第35回全国椿サミッ

　ト五島大会開催に向けた準備を円滑に進め、

　五島の椿を全国に発信します。

29,467

3,575

○　森林経営計画に基づいた森林整備を実施す

　ることにより市有林の健全な成長を促進し、

　地球温暖化防止等の森林の持つ公益的機能を

　発揮するよう努めます。

　　令和６年度は、松くい虫の伐倒駆除を行い、

　健全な松を松枯れ被害から守ります。また、

　利用間伐を実施し適切な森林経営を行うとと

　もに地元産木材の利用促進を図ります。

13,006

737

374
111

749

1,609

2,272

8,302
5,151

146

○　市には、推定440万本の椿が自生しており、

　令和４年は15.3klの椿油が搾油されています。

　　椿生産者の高齢化等に伴い未利用となって

　いる資源も多い状況であり、この椿林を台帳

　管理し維持管理に繋げます。また、管理・利

　用のしやすい椿林育成のための植栽事業を実

　施し、椿実の安定生産を図り地域の活性化に

　繋げます。

12,111

29,467

産業振興部

新 規

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○森林病害虫防除事業
○保安林整備事業

　・森林病害虫防除事業
　　　松くい虫防除地上散布（面積24.87ha×2回）
　・保安林整備事業
　　　植栽事業　実施箇所　三井楽地区（白良ヶ浜）
　　　　　　　　実施内容　抵抗性クロマツ300本　面積0.2ha
　　　維持管理事業　実施箇所　岐宿地区（八朔）
　　　　　　　　　　実施内容　下刈り　面積0.6ha

　　※財源　県費5,790　ふるさとづくり基金繰入金2,315

○林業専用道川原線
○林道開設事業 　　（平成27年度～令和6年度　全体延長3,340ｍ）

　　本年度事業費
　　　開設工事　Ｌ＝159ｍ
○林業専用道内闇線
　　（平成30年度～令和9年度　全体延長2,620ｍ）
　　本年度事業費
　　　開設工事　Ｌ＝150ｍ
○事務費

　　※財源　県費30,000　辺地債22,900

○漁業用燃油高騰対策事業

　・燃油高騰対策事業費補助金
　　　漁業用燃油１Ｌ当たり上限10円を助成

　　※財源　過疎債44,000

○磯焼け対策事業（人材
　育成ブルーカーボン推進）

　・磯焼け対策人材育成事業
　　　磯焼け対策（五島モデル）の展開
　　　　玉之浦モデル、崎山モデルの横展開
　　　地域人材育成
　　　　リーダー育成、磯焼け対策潜水士養成など
　　　成果の普及啓発活動
　・ブルーカーボン推進事業
　　　藻場再生活動
　　　　藻食性生物の駆除活動、母藻の供給活動
　　　クレジット認証制度の活用

　　※財源　ふるさとづくり基金繰入金20,467

30,500

○　松くい虫による松枯れ被害対策については、

　五島市松林保全計画（令和３年７月策定）に

　基づき、各区域ごとの保安林の役割に応じた

　保全対策を講じます。

　　令和６年度は、三井楽町濱ノ畔地区におい

　て、保全計画に基づき抵抗性クロマツの植栽

　を行い、保安林機能の回復に努めます。

11,467

水　産　課

○　五島市磯焼け対策アクションプランに基づ

　き、地元漁業者のまとめ役であるリーダーや

　潜水作業の人材が必要となることから、人材

　の育成及び確保に努めます。

　　また、磯焼け対策の更なる促進に向けて、

　藻場再生活動の実施をはじめ、ブルーカーボ

　ンクレジット認証制度の活用による持続可能

　な藻場再生活動の体制を構築します。

○　国の燃油高騰対策である「漁業経営セーフ
　ティーネット構築事業」の普及促進とあわせ、
　漁業用燃油に対する直接支援を行い、出漁機
　会の増加と漁業経営の安定を図ります。

20,500

1,900

9,000

2,315

44,080

7,721

52,900

20,467

農　林　課

44,080

10,036

産業振興部
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○水産多面的機能発揮対策
　事業

　・県水産多面的機能発揮対策地域協議会負担金
　　　＜実施地区＞
　　　　崎山、大浜、富江、玉之浦、岐宿、奈留
　・事務費

　　※財源　県費210

○離島漁業再生支援交付金
　事業

　・離島漁業再生支援交付金（基本交付金）
　　　漁業の再生に関する話し合い
　　　漁場の生産力向上に関する取組
　　　漁業の再生に関する実践的な取組
　・新規就業者特別対策事業交付金
　　　新規就業者への漁船・漁具等のリースに
　　　対する助成
　・特定有人国境離島漁村支援交付金
　　　雇用を創出するための取組
　・事務費

　　　※財源　県費292,336

○漁業後継者育成事業

　・漁業就業実践研修事業
　　　スマート人材育成コース（9名：継続5、新規4）
　・新規漁業就業者漁業定着支援事業
　　　経営多角化研修
　　　漁業経費支援
　　　新規就業者研修
　・受け皿づくり推進事業
　　　漁業就業事前体験講習会
　　　漁業就業フェア
　・新規漁業就業者漁業経費支援事業
　　　新規漁業就業者経費支援補助金（市単独）

　　※財源　国費9,003　県費15,850　過疎債7,800

○防衛施設周辺
　民生安定施設整備事業

○　男女群島付近で操業を行っている漁船団の

　安全体制を整えるため、衛星電話の貸し出し

　を行う漁業協同組合に対し、衛星電話の導入

　にかかる費用の支援を行います。

○　漁業就業者の減少や高齢化が進む中、持続

　的な漁業生産と漁村活力の維持を図るため、

　新規就業者の確保が急務となっており、県の

　漁業研修事業を活用して、ＵＩターン者、漁

　家子弟者が漁業技術を習得し、独立すること

　で漁業後継者の増加や定着化を図ります。

○　離島漁業再生支援交付金（第４期：令和２

　年度～令和６年度）については、引き続き、

　磯焼け対策、種苗放流、アオリイカ産卵床設

　置等に取り組むとともに、新規就業者の定着

　を図るため漁船リース等の支援を行います。

　　また、特定有人国境離島漁村支援交付金を

　活用し、漁業者及び関連事業所の雇用拡大に

　取り組み、漁業集落の活性化を図ります。

210

2,278

水　産　課

○　漁業者等が行う多面的機能の効果的・効率
　的な発揮に資する地域の取組を支援すること
　で水産業の再生・漁村の活性化を図ります。
　　各地区活動組織が行う藻場の保全事業につ
　いて活動費に対する支援を行います。

4,038

58,508

156,248

29,514

7,800

152,294

3,696

42,011

1,001

371,088

2,488

3,701

産業振興部

新 規

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○防衛施設周辺 　・漁業用施設整備事業費補助金
　民生安定施設整備事業 　・事務費（旅費）
　（つづき）

　　※財源　国費3,626

○新たにチャレンジ
　水産経営応援事業

　・新たにチャレンジ水産経営応援事業費補助金

　　※財源　県費7,349

○漁港整備事業
　（補助事業）

　・漁港機能強化事業
　　　倭寇漁港（坪地区）
　・水産物供給基盤機能保全事業
　　　久賀島漁港（田ノ浦地区）【新】
　　　大浜漁港（大浜地区）【新】
　・農山漁村地域整備交付金事業（漁村再生）
　　　新椛島漁港（伊福貴地区）
　　　倭寇漁港（女亀地区）
　　　五島西漁港（貝津地区）【新】
　・漁港機能増進事業
　　　五島西漁港（貝津・嵯峨島地区）【新】

　　※財源　県費420,023　過疎債164,400

○漁港整備事業
　（単独事業）

　・市単独漁港等整備事業
　　　柏漁港海岸自然災害防止事業測量・設計　ほか
　・漁港機能保全計画書作成経費
　　　山下漁港（山下地区）
　　　黒瀬漁港（黒瀬地区、琴石地区）
　　　大宝漁港（大宝地区）

　　※財源　緊急自然災害防止対策事業債7,600

○五島西漁港（嵯峨島地区）
　災害復旧・災害関連事業

　・五島西漁港（嵯峨島地区）
　　　事業期間　令和４年度～令和６年度

　　※財源　国費483,636　県費355,351
　　　　　　災害復旧債125,800

11,130

○　就労環境の改善や利用者の安全確保、高潮
　の被害から地域を守るための工事を行います。

23,113

383,780

981,577

35,160

981,577

13,539

11,130

75

142,660

3,626

○　市が管理する漁港・海岸施設の維持補修及

　び地元からの要望対応に要する経費を計上し

　ます。

　　令和６年度は、漁港の災害予防保全事業及

　び「漁港機能保全計画書」の更新に要する経

　費を計上します。

○　将来地域の中心となる若い漁業者等が行う

　経営力強化、新たな事業展開等を目的とした

　県の事業を活用し、新たな漁法に取り組む漁

　業者等を支援し、漁村地域の活性化を図りま

　す。

9,000

584,713

水　産　課

22,539

○　五島西漁港（嵯峨島地区）において、令和

　４年９月６日の台風１１号により防波堤が被

　災したため、復旧等に係る経費を計上します。

産業振興部

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○建設課維持係直営事業所
　建替事業

　・維持係直営事業所建替事業
　　　木造平屋建　延面積86㎡

　　※財源　公共施設整備等基金38,538

○瀬戸・堤線道路整備事業
　

　・市道瀬戸・堤線道路整備事業
　　　改良Ｌ＝160ｍ　　舗装Ｌ＝160ｍ

　　※財源　国費36,252　辺地債24,900

○本山101号線道路整備
　事業

　・市道本山101号線道路整備事業
　　　調査・設計Ｌ＝850ｍ　　改良Ｌ＝150ｍ

　　※財源　国費20,178　辺地債45,800

○福江17号線道路整備事業

　・市道福江17号線道路整備事業
　　　測量Ｌ＝750ｍ　　調査・設計Ｌ＝750ｍ

　　※財源　国費43,776　辺地債20,300

○岳～別テ久保線道路
　整備事業

　・市道岳～別テ久保線道路整備事業
　　　測量Ｌ＝870ｍ　　舗装Ｌ＝430ｍ

　　※財源　過疎債35,500

61,186

○　本山101号線は、 主要地方道福江富江線か

　ら市道瀬戸・堤線を横断し本山小学校に隣接

　する地域の重要路線であり、スクールゾーン

　にも指定されています。地域住民の生活環境

　の向上、交通安全の確保を図るため、国の補

　助制度を活用し、令和５年度から令和８年度

　までの計画で路肩の整備、カラー舗装等を実

　施します。

○　市道瀬戸・堤線は、主要地方道福江荒川線

　と福江富江線を結ぶ幹線道路であり、路線沿

　いには本山小学校や翁頭中学校があり、スク

　ールゾーンにも指定されています。地域住民

　の生活環境の向上、交通安全の確保を図るた

　め、国の補助制度を活用し、平成28年度から

　令和６年度までの計画で道路舗装面の補修、

　歩道部の側溝整備を実施します。

61,186

66,074

35,500

64,100

64,100

39,227

66,074

建　設　課
39,227

○　建設課維持係直営事業所は、平成元年の建

　設から35年経過し、建物全体及び電気設備等

　の老朽化が著しいため、建替を実施します。

○　岳～別テ久保線は、未舗装のため陥没や水
　溜まりが発生しています。周辺には農地やＪ
　Ａ全農の施設があり、農業機械や運搬車両の
　事故が危惧されることから、通行車両の走行
　性と安全性を確保するため、舗装整備を実施
　します。

35,500

○　福江17号線は、緑丘小学校の通学路に指定
　されており通学路緊急合同点検において要対
　策箇所としてあがったことから、交通安全の
　確保を図るため、国の補助制度を活用し、令
　和６年度から令和11年度までの計画で歩道の
　整備等を実施します。

建設管理部

新 規

新 規

新 規

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○道路維持補修事業
　

　・道路維持補修（経常分　報酬等）
　・支所特別事業分（2,000千円×５支所）
　・市道整備（直営、委託）、排水路整備　ほか

○道路美化事業

　

　・道路緑化維持業務

　　※財源　道路緑化事業受託収入7,496

○道路環境整備事業
　（フラワーロード）

　　　　　　三井楽、河務、奈留）

　　※財源　ふるさとづくり基金繰入金7,280

○道路整備 
○辺地対策道路整備事業 　・浦頭・樫ノ浦線（継続）改良100ｍ、舗装200ｍ

　・福江81号線（継続）改良92ｍ、舗装92ｍ
　・泊～奈木線（継続）改良400ｍ、舗装400ｍ

○街路整備 
　・福江中心市街地市道（継続）舗装136ｍ、側溝282ｍ
　・福江港周辺市道（継続）改良48ｍ、舗装168ｍ

　　※財源　辺地債314,800

○道路整備
○市単独道路整備事業 　・新二番町・曲坂線道路流末水路

○側溝整備 
　・渕之元大川原1号線

○舗装整備
　・吉田・鐙瀬線
　・大開・赤仁田線
　・吉田・久木山橋線
　・堤・黒蔵線
　・福江75号線
　・松山中嶽南部1号線

○小規模構造物整備
　・多郎島～笠山線防護柵補修
　・富江～岳線小規模構造物補修
　・小川・太田線防護柵補修
　・渕之元5号線防護柵補修

7,521

32,300

39,968

　・花壇の維持管理（花苗代、植栽管理） 7,280

○　市道の維持補修・草木伐開を行う経費を計

　上します。市道の草木伐開については、幹線

　道路及び通学路を原則として年１回、状況に

　応じて部分的に年２回実施するほか、町内会

　等の情報提供や陳情により出てきた維持補修

　箇所の草木伐開を行います。

10,000

　・７地区（上崎山、大窄、富江、中須～大宝、

27,000

54,900

3,050

○　長崎県から道路緑化維持業務の委託を受け、

　国道384号線ほか県道４路線と市街地の街路

　樹や花壇の手入れを行います。

7,280

194,800

7,521

○　島内の道路沿いに花木等の植栽を行い、四

　季折々の花で観光客等へのおもてなしを向上

　させるよう取り組むことで、観光都市として

　の魅力アップを図ります。

314,800

93,077

171,518

120,000

建　設　課
130,077

建設管理部

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○市単独道路整備事業 ○道路の法面・盛土の土砂災害防止対策
　（つづき） 　・相ノ浦～南越線法面補修

　・観音平・間伏線路側補修

　　※財源　公共施設等適正管理推進事業債78,400
　　　　　　緊急自然災害防止対策事業債41,300

○橋りょう長寿命化修繕
　事業

　・橋梁維持補修
　　　福江地区：清水橋、増田橋
　　　三井楽地区：汐見橋
　　　岐宿地区：四津垣橋、関戸ノ本橋
　　　道路橋梁点検業務委託（15橋）
　　　橋梁長寿命化修繕計画更新
　・事務費

　　※財源　国費99,180　辺地債44,600

○河川維持・改良事業

　・河川環境維持保全事業
　　（福江）　普通河川瀬湖川　　延長300ｍ、体積400 
　　（富江）　普通河川福蔵開川　延長260ｍ、体積130 
　　（玉之浦）普通河川平尾川　　延長180ｍ、体積160 
　　（玉之浦）普通河川山口川　　延長470ｍ、体積150 
　　（三井楽）普通河川元河川　　延長170ｍ、体積50 
　　（岐宿）　普通河川中木場川　延長200ｍ、体積130 
　　（奈留）　普通河川汐池川　　延長75ｍ、体積50 

　　※財源　緊急浚渫推進事業債36,800

　・田部手川河川改修事業
　　　平成30年度～令和6年度　総延長496.7ｍ
　　　令和6年度事業
　　  　転落防止柵工L＝529m、コンクリート舗装工A＝504㎡

　　※財源　緊急自然災害防止対策事業債49,500

○都市計画マスタープラン
　改定事業

　・都市計画マスタープラン改定業務

○特殊地下壕対策事業

　・特殊地下壕対策事業

　　※財源　国費1,476

38,800

○　河川環境の維持保全及び自然災害（台風）

　時の治水改善を図るため、河川護岸等の改修、

　草木類の伐採、堆積土砂等の撤去を行います。

534

150,000

49,540

41,300

150,534
○　老朽化する道路橋の増加に対応するため、

　従来の事後的な修繕等の対策から予防的な修

　繕及び計画的な架替へ移行することで経費の

　縮減を図ります。

○　現行のマスタープランは策定から20年を経

　過しているため、現在の五島市情勢などを整

　理し、今後の人口減少や建築状況など社会情

　勢の変化を考慮のうえ、見直しを実施します。

7,727

7,727

88,340

建　設　課

○　市道奥浦57号線に隣接して現存する地下壕

　について、崩落の危険性があるため、コンク

　リート埋戻しによる対策を実施します。

2,953

2,953

建設管理部

新 規

新 規

主要施策（一般会計）
- 39 -



　

（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○市営住宅維持管理事業

　・市営住宅外壁・屋上改修等事業費
　　　野路河住宅Ｃ・Ｄ（福江）
　・次年度外壁改修等に係る実施設計業務
　　　正山団地（三井楽）
　・単独住宅解体
　　　田尾住宅（富江）

　　※財源　国費44,315

○第１丸木住宅建替事業

　・第１丸木住宅建替事業（設計等）

　　※財源　国費12,530

○地籍調査事業

　・地籍調査事業費
　　【実施地区】
　　　・玉之浦地区（荒川、幾久山）
　　　　　調査面積　1.92k㎡　　換算面積 1.21k㎡
　　　・福江地区（小泊、増田、野々切）　
　　　　　調査面積 11.31k㎡　　換算面積 2.77k㎡

　　※財源　県費76,487（国1/2、県1/4）

○特定空家等解体事業
（緊急安全代行措置）

　・特定空家等解体

103,339

25,062

97,820

663

2,200

2,200

○　地籍調査は、「国土調査法」に基づいて一

　筆ごとの土地の所有者、地番、地目、境界、

　面積を正確に調査し、測量を行い、その結果

　を地図・簿冊に作成するものです。三井楽町、

　岐宿町、奈留町、富江町については既に完了

　しています。

　　令和６年度は、第７次国土調査事業十箇年

　計画（Ｒ２～Ｒ11）に基づいて事業を推進し、

　玉之浦地区（荒川、幾久山）及び福江地区（

　小泊、増田、野々切）の地籍調査事業を実施

　します。

113,589

管　理　課

建　設　課

○　空家等が緊急に危険を回避する必要のある

　状態にあり、かつ、空家等を放置することが

　著しく公益に反すると認められるときは、危

　険を回避するために必要最低限の応急措置（

　緊急安全代行措置）を実施することとし、そ

　の応急措置に要する経費を計上します。

○　第１丸木住宅は、昭和45年～47年に建設さ

　れ老朽化が著しいことから、令和６年度～７

　年度の２ヵ年事業として建替を実施します。

25,062

113,589

○　市営住宅の中には、建築から30年以上経過

　しているものも多く、老朽化が進んでいるこ

　とから、入居者の安心・安全な生活を確保す

　るため、公営住宅等長寿命化計画に基づき改

　修工事等を行います。

　　また、維持管理に係る修繕や解体について

　も計画的に実施しています。

4,856

建設管理部

新 規

建設管理部

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○空き家deミライ創出事業

　・空き家ｄｅミライ創出事業費補助金

　　※財源　国費1,620　県費3,600

○消防本部庁舎仮眠室等
　改修事業

　・消防本部庁舎仮眠室等改修工事

○消防施設（設備）整備
　事業

　・消防施設（設備）整備事業
　　　第15分団１部（大宝）消防格納庫建設

　　※財源　過疎債16,700

○五島南高校、奈留高校
　離島留学事業

　・離島留学生ホームステイ費補助金
　・市内留学生受入環境整備事業費補助金

　　※財源　国費11,700　県費4,680　過疎債7,000

○奨学資金貸付及び給付
　事業

　・貸与型奨学資金　
　　　高校生　月額23,000円×12月×19人
　　　大学生　月額40,000円×12月×16人
　・給付型奨学資金　
　　　月額20,000円×12月×17人
　・事務費

　　※財源　奨学資金貸付金収入13,053
　　　　　　奨学基金繰入金4,080　奨学基金利子2

管　理　課

○　空家対策について、国、県の補助制度を活

　用し、空き家の活用や相談等に取り組む「空

　家等管理活用支援法人」を指定のうえ、その

　法人が行う活動費や改修費等を支援します。

7,200

7,200

2,000

○　女性消防吏員の就業予定に伴い、仮眠室、

　洗面所等を女性専用として設置するため、消

　防庁舎の改修工事を行います。

2,272

○　長崎県が平成30年度から受入を開始した高

　校生の離島留学制度を推進し、五島南高校と

　奈留高校の存続及び教育水準の維持、並びに

　地域活性化を図ります。

　　留学生の受入れに当たり、下宿代や住宅改

　修費に対する補助を実施することで、下宿先

　の負担を軽減し、下宿先の確保と制度の円滑

　な推進に努めます。

　　令和６年度の離島留学生は、五島南高校で

　22名、奈留高校で17名を見込んでいます。

16,722

131

23,400

○　向学心に燃える優秀な学生及び生徒で経済

　的な理由により修学困難な者等に対して学資

　を貸与又は給付し、有為な人材を育成します。

4,080

12,924

教育委員会
（教育総務課）

17,135

2,272

25,400

○　消防詰所などの消防施設や消防ポンプ自動

　車などの消防設備は、地域住民の安全安心な

　暮らしを維持するために必要不可欠なもので

　あることから、年次的に更新を行っています。

　　令和６年度は、第15分団１部（大宝）消防

　格納庫の建て替えを実施します。

16,722

消防本部

建設管理部

新 規

新 規

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○スクールバス運行事業

　・スクールバスの運行委託料　
　　　玉之浦小・中スクールバス、タクシー
　　　　（玉之浦、大宝など）　　　　
　　 三井楽小スクールタクシー
　　　　（柏、浜窄）　　　　
　　　岐宿小・中スクールバス、タクシー
　　　　（岐宿、川原、山内、河務）　　　　
　　　久賀中スクールタクシー
　　　　（深浦、細石流）　　　　
　　　福江小スクールバス【新】
　　　　（崎山）

○スクールバス更新事業

　・スクールバスの更新　２台
　・現在の所有台数
　　　大型車２台、中型車３台、軽自動車２台

　　　※財源　国費13,887　過疎債14,200

○学校施設整備及び長寿命
　化事業

　【小学校】
　　・本山小学校校舎照明器具取替工事【補助事業】
　　・富江小学校校舎照明器具取替工事【補助事業】
　　・小学校営繕（11校分）
　　・小学校施設修繕（11校分）
　【中学校】
　　・翁頭中学校校舎照明器具取替工事【補助事業】
　　・富江中学校校舎照明器具取替工事【補助事業】
　　・三井楽中学校トイレ洋式化工事【補助事業】
　　・富江中学校浄化槽配管工事
　　・中学校営繕（9校分）
　　・中学校施設修繕（9校分）

　　※財源　国費45,101　学校教育事業債73,900

○県道拡幅に伴う
　本山小学校整備事業

　

　・本山小学校横断歩道橋架替工事

　　※財源　県補償費10,789

112,729

87,871

87,871

23,961

187,220

○　主要地方道富江福江線交通安全施設等整備

　工事による県道拡幅に伴い、本山小学校体育

　館の移転が必要となったことから、令和２年

　度より事業に着手しています。

　　令和５年度までで新体育館の建設及び旧体

　育館の解体は完了しましたが、令和６年度で

　は、横断歩道橋架替工事を実施します。

74,491

23,961

○　小中学校の統廃合等により、遠距離通学と

　なった児童、生徒のためスクールバスを運行

　し、通学時の安全の確保と保護者の負担軽減

　に努めます。

　　令和６年度は、福江小（崎山）において新

　規運行を開始します。

○　学校施設長寿命化計画に基づく改修や老朽
　化が著しい施設の改修等を実施します。

教育委員会
（教育総務課）

28,131
○　現在スクールバス・タクシー用として７台

　の車両を保有していますが、経年劣化が進み

　修繕料が増加していることから、スクールバ

　スの更新を行います。

28,131

新 規

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○就学援助費助成事業

　【小学校】
　　・要保護児童修学旅行費
　　・要保護児童医療費
　　・準要保護児童学用品通学用品費
　　・準要保護新入学児童学用品費等
　　・準要保護児童修学旅行費
　　・準要保護児童医療費
　　・準要保護児童学校給食費
　　・準要保護児童オンライン通信費
　　・特別支援教育就学奨励費
　【中学校】
　　・要保護生徒修学旅行費
　　・要保護生徒医療費
　　・準要保護生徒学用品通学用品費
　　・準要保護新入学生徒学用品費等
　　・準要保護生徒修学旅行費
　　・準要保護生徒医療費
　　・準要保護生徒学校給食費
　　・準要保護生徒オンライン通信費
　　・特別支援教育就学奨励費

　　※財源　国費1,023

○五島モンパルナス構想
　推進事業

　・笠松記念館管理運営経費

○山本二三美術館管理
　運営事業

　・山本二三美術館管理運営経費

○児童健全育成事業

　・児童健全育成事業費補助金
　　　小学生交流宿泊体験学習事業
　　　中学生国内体験学習事業
　　　市子ども会スポーツ交流大会事業

　　※財源　児童健全育成基金繰入金3,189
　　　　　　児童健全育成基金利子1

5,220

277

3,843

306

178

615

135
13,247

2,944
953

5,282

55,348

10,732

○　「笠松宏有記念館」を市民の芸術活動、芸

　術家との交流拠点施設として美術展や各種ア

　ート教室、イベント等を開催することにより、

　芸術文化活動の更なる充実と交流機会の増大

　を図ります。

○　青少年の体験活動・交流活動の場を確保し、

　これからの地域の担い手となる青少年の健全

　育成と人材養成に資するため、各事業を実施

　します。

33

3,445

5,282

1,626

3,190

28,191

61

13,805

○　経済的理由によって就学困難な児童生徒の

　保護者に対し学用品費等の必要な援助を行い

　ます。

　　また、特別支援学級就学の特殊事情に鑑み、

　保護者の経済的負担を軽減します。

27,157

3,190

10,732

1,376

3,665
3,619

○　五島出身のアニメ美術監督である山本二三

　氏の作品を常設展示し閲覧できる美術館を管

　理運営することで市民の芸術・文化及び観光

　振興に寄与します。

教育委員会
（教育総務課）

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○地域子ども教室推進事業

　・地域子ども教室推進事業委託料
　・その他推進事務費

　　※財源　県費660

○公民館講座開催事業

　・地区公民館講座開催事業（13地区公民館）
　・中央公民館講座開催事業

○離島開発総合センタ―
　改修事業

　・福江島開発総合センター改修事業（設計等）

　　※財源　国費865

○学校給食センター管理
　運営事業

　・福江給食センター管理運営費
　　（うち調理業務委託料150,147）
　・富江給食センター管理運営費
　　（うち調理業務委託料41,337）
　・三井楽給食センター管理運営費
　　（うち調理業務委託料36,671）
　・奈留給食センター管理運営費
　　（うち調理業務委託料12,602）

○しま留学生受入事業

　・しま留学生受入事業費補助金
　　　負担割合（国3万円、市3万円、実親3万円）

　　※財源　国費3,739　過疎債4,500

990

2,970

○　住民のニーズを取り入れた各種趣味、教養、

　地域づくり、環境問題、社会生活等、全般に

　関する講座を開催し、住民の生涯学習を促進

　します。

47,438

○　12地区の公民館を拠点として、放課後や土

　曜日等に子ども達の安全・安心な居場所づく

　りと地域の多様な経験や技能を持つ人材等の

　協力を得て、様々な体験・交流活動の機会を

　提供することで、地域社会の中で心豊かに育

　まれる環境づくりを推進します。

8,258

251

1,731

（学校教育課）

教育委員会

312,858

3,221

193,025

○　学校給食業務（食材の調達・調理・配送）

　については、五島市学校給食会への委託方式

　により、４つの共同調理場（福江、富江、三

　井楽、奈留）から市内全小中学校へ給食の提

　供を行っています。

　　令和６年度は、各調理場の給食調理業務委

　託料のほか、福江給食センターの冷凍庫の更

　新等を計上します。

8,258
○　市外から久賀島及び奈留島の小中学校に転

　学等を希望する児童生徒を、受入保護者の協

　力を得て受け入れ、豊かな自然の中で様々な

　体験活動を通して心身ともに健康な児童生徒

　の育成を図ります。

　　令和６年度は、久賀島で10名の留学生を予

　定しています。

○　岐宿町の福江島開発総合センターは、昭和

　55年に建設され老朽化が著しいことから、令

　和７年度に大規模改修を予定しています。

1,731

55,318

17,077

70
920

教育委員会
（教育総務課）

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○家族留学受入事業

　・家族留学受入事業費補助金
　　＜助成内容＞
　　　・特別助成金（生活費に対する助成）　
　　　　　留学生１人当たり月額３万円

　　　　　（２人目以降は１万円加算）

　　　・住宅金助成金
　　　　　家賃の２/３（月額上限27,000円）
　　　・帰省費助成金
　　　　　年２回の帰省費（児童生徒分のみ）
　　　・移住費助成金
　　　　　引っ越し費用の２/３（上限15万円）

　　※財源　国費982　過疎債2,400

　
○奈留高校海外語学研修費
　助成事業

　・海外語学研修事業費補助金
　　　生徒1人当たり旅行費用の1/2（上限10万円）

　　※財源　ふるさとづくり基金繰入金1,100

　
○ふるさと活性化貢献支援
　事業

○語学指導等を行う外国
　青年(ＡＬＴ)招致事業

　 　・ＡＬＴ（７名）及びＡＬＴ指導員（１名）
　 　　　英語指導助手報酬、社会保険料

　　　旅費（赴任旅費・市内旅費等）
　　　その他（ＡＬＴ事業負担金、指導書購入費）

○　平成28年度からしま留学生受入事業を開始

　していますが、留学生の多様な形態に対応す

　るため、令和元年度から保護者と一緒に久賀

　島、奈留島に移住した場合、家族留学生とし

　て受け入れを行っており、家族留学生の受け

　入れに際し、保護者の経済的負担の軽減を図

　るため補助金を交付します。

　　※財源　ふるさとづくり基金繰入金850

○　五島市では、小学校からの英語習得事業（

　プロジェクトＧ）を推進しており、小中学校

　での指導体制の強化や生きた英語を体験でき

　るよう７名のＡＬＴを配置しています。

37,456

3,392

○　五島市の未来を担う子ども達に、少子化・

　人口減少等、市の抱える課題の確認と解決に

　向けた学習活動の創造を支援し、ふるさと五

　島の活性化に貢献できる人材の育成を図りま

　す。

　　小学校、中学校、高等学校から公募し、８

　校を採用して取り組みます。

○　奈留高校が進める「しまで英語を学んで自

　己実現するＥ－アイランド・スクール」を具

　体的に推進する事業の一つである海外での語

　学研修について、研修費の一部を助成するこ

　とにより、奈留高校離島留学制度のアピール

　ポイントの一つとすることで入学希望者の増

　加に寄与し、地元高校の存続に貢献します。

1,100

1,100

850

　・ふるさと活性化貢献支援事業費補助金

3,392

37,456

850

教育委員会
（学校教育課）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

　
○スクールカウンセラー
　配置事業

　・謝礼金（5,000円×4時間×35日）
　・旅費

　　※財源　ふるさとづくり基金繰入金738

　
○スクールソーシャル
　ワーカー配置事業

　・謝礼金（3,000円×4時間×75日）
　・旅費
　・その他事務費

　　※財源　ふるさとづくり基金繰入金962

　
○生きる力づくり読書推進
　事業

　・図書支援員４名の配置
　・その他事務費

　
○特別支援教育支援員
　配置事業

　 　・小学校特別支援教育支援員配置事業（24人）
　 　・中学校特別支援教育支援員配置事業（12人）

　
○教員業務支援員配置事業

　 　・小学校教員業務支援員配置事業（2人）
　 　・中学校教員業務支援員配置事業（1人）

　　※財源　県費2,587

教育委員会
（学校教育課）

77

○　教員の負担軽減を図り、教員が児童生徒へ

　の指導などに注力できるよう、教員業務の補

　助を行う支援員を福江小学校、緑丘小学校、

　福江中学校に各1名ずつ配置します。

6,301

4,206

38

2,095

152

○　いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待など

　への対応策の一つとして、県配置（派遣）及

　び市単独雇用のスクールソーシャルワーカー

　がその対応を行っています。

　　相談件数の増加や高度化・複雑化などによ

　り十分な対応ができていない状況にありまし

　たが、市単独で雇用することにより、相談体

　制や関係機関との連携の強化を図っています。

　　令和６年度は、さらに相談件数が増加して

　いることから、雇用日数を増やし、相談体制

　の充実を図ります。

○　不登校児童生徒への対応策の一つとして、

　県配置（派遣）及び市単独雇用のスクールカ

　ウンセラーによるカウンセリングを定期的に

　実施しています。

　　勤務時間等の関係で二次離島（久賀島、嵯

　峨島）への派遣が困難な状況にありましたが、

　市単独で雇用することにより、しま留学生へ

　のフォローアップも含め、相談体制の充実を

　図っています。

24,104
48,325

10,142

○　各学校にある学校図書館へ支援員を配置す

　ることにより、読書センター、学習・情報セ

　ンターとしての機能を十分に発揮し、児童生

　徒の「生きる力」の育成を図ります。

72,429
○　特別な配慮を要する児童生徒の進路実現が

　図れるよう、一人ひとりに応じたきめ細やか

　な支援を行う必要があり、小中学校に「特別

　支援教育支援員」を配置します。

700

738

1,039

900
62

10,294

拡 充
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

　
○学校適応支援員配置事業

　 　・中学校学校適応支援員配置事業（2人）

　
○ＩＣＴ教育強化事業

　・ＩＣＴ教育強化事業委託料
　　　ＩＣＴ支援員「４名体制」

　
　　※財源　ふるさとづくり基金繰入金13,464

　
○「プロジェクトＧ」小学
　校からの英語習得事業

　 　・小学校からの英語習得事業費
　　　英語科担当指導主事
　　　英語教員研修会、小中連絡会の実施
　　　イングリッシュキャンプの開催（小学生、中学生）
　　　英語外部検定試験による英語力測定

　　※財源　諸収入800　ふるさとづくり基金繰入金1,951

○全国離島交流中学生野球
　大会経費

　・大会参加経費
　　　令和６年度開催地　長崎県壱岐市

　　※財源　ふるさとづくり基金繰入金2,959

○福江文化会館・勤労福祉
　センター施設整備事業

教育委員会
（学校教育課）

○　市内全中学校の悩みや不安等を抱える生徒

　に対し、心のゆとりを持てる環境づくりを行

　うための支援員を配置します。

　　令和６年度は、不登校生徒、不登校傾向生

　徒の増加への対策として１名増員します。

5,145

5,145

13,464
○　「ＧＩＧＡスクール構想」により、全児童

　生徒及び教職員向けのタブレット端末を導入

　したほか、全小中学校の全教室（普通教室、

　特別支援教室、その他特別教室等、体育館）

　で高速大容量の通信ネットワーク環境を整備

　しました。

　　令和６年度は、引き続きＩＣＴ教育支援員

　を配置し、授業支援や機器操作補助などＩＣ

　Ｔ教育に関するソフト面での環境を整備し、

　児童生徒の学力向上を図ります。

2,959

13,464

○　離島の子どもたちに、野球大会を通じて大

　きな目標を作ってもらい、離島間の交流を深

　めながら、新たな「人づくり・地域づくり」

　の促進に取り組みます。

教育委員会 199,496

センター）

（文化会館）
 （勤労福祉

○　文科省へ教育課程に関する特区申請を行い、

　小学校１年生から英語教育に取り組んでおり、

　本物の英語や異文化に触れる機会を多く設け

　ています。将来、グローバル社会で通用する

　人材を育成することに努めています。

○　昭和60年に開館した福江文化会館は、老朽

　化に伴う施設・設備の不具合が発生しており、

　延命化を図るため計画的な改修を行う必要が

　あります。

　　令和６年度は、福江文化会館の舞台照明設

　備改修等を実施します。

2,959

13,213

13,213

拡 充
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○福江文化会館・勤労福祉 　・福江文化会館・勤労福祉センター施設整備
　センター施設整備事業 　　＜文化会館＞
　（つづき） 　　　　舞台照明各種ライト更新

　　　　舞台機構設備改修
　　　　スピーカーアンプ改修
　　＜勤労福祉センター＞
　　　　階段室雨漏り改修

　　※財源　過疎債198,100

○市長選挙費

○市議会議員選挙費

○衆議院議員補欠選挙費

　　※財源　県費31,955

教育委員会
（文化会館）
 （勤労福祉
センター）

64,053

33,723
○　令和６年９月４日任期満了に伴う市長選挙
　に係る経費を計上します。

○　令和６年４月２８日執行予定の衆議院議員
　補欠選挙に係る経費を計上します。

選挙管理委員会

199,496

○　令和７年２月２６日任期満了に伴う市議会
　議員選挙に係る経費を計上します。

31,955

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○支所振興プロジェクト
　事業

　①富江の観光地・史跡等整備事業

　②富江中央公園遊具整備事業【新】

　③とんめこみゅ×２まつり
 

　④富江半島ブルーライン健康ウォーク

　　※財源　参加者負担金14
　　　　　　ふるさとづくり基金繰入金4,510

　①玉之浦町釣り動画制作事業【新】

　②玉之浦カントリーパーク整備事業

　③観光イベント開催経費
　　・カヌー体験事業・漁り火フィッシング事業
　　・最後の夕陽鑑賞会事業

　　※財源　ふるさとづくり基金繰入金2,486

4,257

　　　富江中央公園（通称：ポケットパーク）

　　の遊具について、老朽化が激しいため既存

　　の遊具は撤去し、新たな遊具の設置を行い

　　ます。

　　（設置予定遊具）２連ブランコ、複合遊具

184

152

　　　令和３年度に整備したバラ園の拡充事業

　　として、写真撮影ポイント「バラの壁」を

　　作成するほか、遊具（ザイルネット）の撤

　　去を行います。

630

2,486

　　　富江町の雄大な海岸線（サイクリングロ

　　ード）を横に半島ウォークを楽しむことが

　　できるイベントを開催します。

富　江　支　所

　　　富江地区の観光地・史跡等の説明板の補

　　修や草払い等について地域ボランティアを

　　活用して実施します。

6,358

5,775

1,141

支所共通 55,180

玉 之 浦 支 所

　　　プロを招いた釣りイベントを企画、動画

　　を制作し、釣りの魅力の情報発信を行い、

　　交流人口の増加及び地域活性を図ります。

247

○　支所地区独自のテーマ（民泊など交流人口

　の拡大につながるもの、地域特有の資源を活

　かした取組、地域課題の解決に向けた取組な

　ど）を計画し、支所の振興につなげる事業を

　展開します。

　　　1,000名を超える参加者で賑わう町内随

　　一のイベント「とみえ産業市」会場のすぐ

　　隣で幼児から高齢者まで楽しめるイベント

　　を実施し、地域住民の交流を図ります。

主要施策（一般会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○支所振興プロジェクト
　事業
　（つづき） 　①五島つばきマラソン大会事業(フルマラソン)

　②三井楽万葉まつり事業

　　（イベント開催）
　　　・歌碑ウォーキング
　　　・万葉楽市
　　　・万葉衣装着付教室
　　　・万葉ツアー（航路ツアー、陸路ツアー）

　③観光イベント開催経費
　　・ペーロン競漕大会開催事業

　①魚津ヶ崎公園花いっぱい事業

　②オートキャンプサイト整備事業【新】

　③キャンプ施設魅力化・利用促進事業

　④観光イベント開催経費
　　・魚津ヶ崎公園花まつり事業

　　※財源　花いっぱい運動基金繰入金500

　①奈留高校離島留学生支援業務委託料
　　（地域おこし協力隊制度活用事業）
　　　・業務委託先：一般社団法人奈留しまなび舎
　　　　　　　　※職員を地域おこし協力隊として委嘱
　　＜業務委託の内容＞
　　　・学生寮事業：離島留学生の生活指導・心身面のサ
　　　　　　　　　　ポート

支所共通

奈　留　支　所

1,375

13,399

　　　魚津ヶ崎公園のキャンプ施設にて、子供

　　から大人までが楽しめるような、キャンプ

　　初心者がキャンプを始めるきっかけになる

　　ようなキャンプイベントを開催します。

2,787
　　　魚津ヶ崎花づくり実行委員会との協働に

　　より、四季折々の花の播種や草刈りなど公

　　園内の花畑の整備を行い、来園者を増加さ

　　せることにより、地域の活性化を図ります。

　　　万葉故地としてその魅力を全国に向けて
　　発信し、交流人口の拡大を図ります。

7,578

4,908

290

670

23,588

三 井 楽 支 所

　　※財源　過疎債6,900

2,000

岐　宿　支　所

　　　県内唯一のフルマラソン大会であり、島

　　内外から多くの参加者が集まる五島の冬の

　　一大イベントとして定着しているため、よ

　　り一層の参加者の増加を図ります。

8,947
　　　魚津ヶ崎公園キャンプ施設において、車

　　（キャンピングカー等）を乗り入れてキャ

　　ンプを行えるオートキャンプサイトを整備

　　し、施設の魅力化を図ります。

20,259
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（一般会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○支所振興プロジェクト 　　　・学習支援事業：小中学生を対象とした放課後教室
　事業 　　　　　　　　　　　の運営、体験学習の実施
　（つづき） 　　　・多世代交流事業：島の子どもから大人までを対象

　　　　　　　　　　　　とした新規事業の提案及び実施

　②文化芸術による地域ブランディング事業

　③奈留島地場産品消費拡大事業
　　・奈留島マーケットの開催
　　　奈留島の特産品を島外で販売する

　④「奈っじまＭＡＰ」印刷・配布

　⑤維持管理用機械の導入事業【新】

　　※財源　国費350　県費700

支所共通

　　　奈留総合体育館グラウンドなどの草刈り

　　作業について、乗用草刈機を配置すること

　　により、作業にかかる時間及び経費の削減

　　を図ります。

1,400

977

805

147

　　　住民参加型のワークショップを行い、

　　「そらあみ-奈留島」の制作活動や展示を

　　行うことで、文化の伝承をはじめ、高齢者

　　の生きがいづくりや多世代間の交流に繋げ

　　ます。

　　※「そらあみ」は、参加者と共に漁網を編

　　　み上げ空に掲げることで、網の目を通し

　　　て土地の風景を捉え直す、五十嵐靖晃氏

　　　のアートプロジェクト
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（単位：千円）

○総務費

 国民健康保険事業特別会計 　・一般管理費

　（事業勘定） 　・連合会負担金

　・賦課徴収費

　・運営協議会費

○保険給付費

　・一般被保険者療養給付費

　・一般被保険者療養費

　・審査支払手数料

　・レセプト電算処理システム手数料

　・一般被保険者高額療養費

　・一般被保険者高額介護合算療養費

　・一般被保険者移送費

　・出産育児一時金（1件500千円）

　・支払手数料

　・葬祭費

○国民健康保険事業費納付金

　・一般被保険者医療給付費分

　・退職被保険者等医療給付費分

　・一般被保険者後期高齢者支援金等分

　・退職被保険者等後期高齢者支援金等分

　・介護納付金

○保健事業費

　・保健衛生普及費

　・鍼灸施術費

　・出産費資金貸付金

○特定健康診査等事業費

　・特定健康診査等事業費

○基金積立金

　・財政調整基金費

○諸支出金

　・一般被保険者保険税還付金

　・国県支出金等精算返納金

　・一般会計繰出金

　・直営診療施設勘定繰出金

○予備費

　・予備費

※財源　　国費

　　　　　県費

　　　　　その他特財

　　　　　一般財源

令和６年度　 主要施策一覧表（特別会計）

0

1

46,398

20,000

20,000

3,976,450

403,180

841,202

531,381

1,215,707

799,319

25

500

600

101,819

13,000

6

2,000

314,534

10

14,744

14,083

660

1

55,399

51,428

51,428

9

9

3,191

5,809

181

国保健康政策課

税　務　課

総　務　課

3,837,807

3,249,883

27,372

9,587

3,478

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

会　　計　　名 予 算 額

25,738

5,220,832 15,796

2,662

7,099

事　　業　　内　　容
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（特別会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

会　　計　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○総務費

 国民健康保険事業特別会計 　・施設管理費

　（直営診療施設勘定） 　・研究研修費

　・歯科施設管理費

○医業費

　・医療用機械器具費（医業）

　・医療用消耗器材費（医業）

　・医薬品費（医業）

　・医療用機械器具費（歯科医業）

　・医療用消耗器材費（歯科医業）

　・医薬品費（歯科医業）

○公債費

　・長期債元金償還

　・長期債利子支払

○予備費

　・予備費

※財源　　県費

　　　　　地方債

　　　　　その他特財

　　　　　一般財源

○総務費

 介護保険事業特別会計 　・一般管理費

　（事業勘定） 　・賦課徴収費

　・介護認定審査会費

　・認定調査費

　・計画策定委員会費

○保険給付費

　・介護サービス給付費

　・介護予防サービス給付費

　・審査支払手数料

　・高額介護サービス給付費

　・高額医療合算介護サービス費

　・特定入所者介護サービス費

○地域支援事業費

　・介護予防・生活支援サービス事業費

　・一般介護予防事業費

　・包括的支援事業・任意事業費

　・在宅医療・介護連携推進事業費

　・認知症総合支援事業費

　・地域ケア会議推進事業費

　・審査支払手数料

○基金積立金

　・介護給付費準備基金積立金

○公債費

　・長期債元金償還

　・長期債利子支払

○諸支出金

　・還付金

　・償還金

　・繰出金

※財源　　国費

　　　　　県費

　　　　　その他特財

　　　　　一般財源

1,608,025

1

819,232

2,401,830

1,035,391

282,916

202,159

12,741

53,602

3,874

25,616

8,918

1,020

602

4

4

661

658

3

27,117

1,500

338

68

5,424,798

4,983,828

96,013

4,420

101,419

500

238,618

184,320

5,500

223,598

17,634

128,982

5,864,478長寿介護課

103総　務　課

110,839

6,549

600

48

7,559

7,393

166

250

250

5,589

419,007国保健康政策課

319総　務　課

247,986

56,669

9,824

1,248

38,400

106,224

354,529

主要施策（特別会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（特別会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

会　　計　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○介護サービス事業費

 介護保険事業特別会計 　・介護予防サービス計画費

　（介護サービス事業勘定） ○諸支出金

　・介護保険事業勘定繰出金

※財源　　その他特財

　　　　　一般財源

○総務費

 後期高齢者医療特別会計 　・一般管理費

　・徴収費

○後期高齢者医療広域連合納付金

　・後期高齢者医療保険料

　・保険基盤安定負担金

　・後期高齢者医療広域連合市町分担金

○諸支出金

　・還付金

○予備費

　・予備費

※財源　　その他特財

　　　　　一般財源

○総務費

 診療所事業特別会計 　・施設管理費

　・歯科施設管理費

○医業費

　・医療用機械器具費（医業）

　・医療用消耗器材費（医業）

　・医薬品費（医業）

　・医療用機械器具費（歯科医業）

　・医療用消耗器材費（歯科医業）

　・医薬品費（歯科医業）

○公債費

　・長期債元金償還

　・長期債利子支払

○予備費

　・予備費

※財源　　県費

　　　　　その他特財

　　　　　一般財源

60

1,616

1,612

10,186

20,315

34,278

4

200

200

180

国保健康政策課

5,446総　務　課

6,288

240

858

4,800

150

494

494

500

500

625,055

0

56,675

64,779 51,229

1総　務　課

1

206,293

20,033

18,119

625,055 16,620

43,416

0

国保健康政策課

1,499総　務　課

605,942

43,415

43,416 43,415長寿介護課

379,616

主要施策（特別会計）
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（単位：千円）

令和６年度　 主要施策一覧表（特別会計）

課　　名
当　　初　　予　　算　　計　　上　　分

会　　計　　名 予 算 額 事　　業　　内　　容

○財産区管理費

 大浜財産区特別会計 　・管理会費

　・管理費

○予備費

　・予備費

※財源　　その他特財

　　　　　一般財源

○財産区管理費

 本山財産区特別会計 　・管理会費

　・管理費

○諸支出金

　・一般会計繰出金（長期債元金、利子）

○予備費

　・予備費

※財源　　その他特財

　　　　　一般財源

○港湾整備事業費

 港湾整備事業特別会計 　・港湾管理費

○公債費

　・長期債元金償還

　・長期債利子支払

○予備費

　・予備費

※財源　　その他特財

　　　　　一般財源

○交通船事業費

 交通船事業特別会計 　・業務費

○予備費

　・予備費

※財源　　国費

　　　　　県費

　　　　　その他特財

　　　　　一般財源

○土地取得事業費

 土地取得事業特別会計 　・公共用地取得費

　・財産管理費

※財源　　その他特財

　　　　　一般財源 0

872

10,882

10,882

21,030

0

5,026

21,130 21,030商工雇用政策課

100

100

9,558

12,505

7,298

管　理　課

12,656

20,254

151

300

300

5,478

1,068

10,882 10,010財　政　課

1,202

1,342

1,342

100

100

2,830

0

20,254 7,298

農　林　課

6,910

7,010 1,574農　林　課

5,336

100

100

7,010

0

186

1,388

2,830

主要施策（特別会計）
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１ 建設事業以外の事業等（再掲）

（単位：千円）

区　分 予算額

【共通】
総 務 費
商 工 費

18,806

1,500

39,421

6,750

5,460

500

225

4,066

1,750

13,006

24,290

1,000

7,222

資料５ 　　令和６年度　主な新規事業

事　　業　　名 事　　　業　　　内　　　容

保育所等性被害防止対策事業

高齢者交通安全対策事業
　自動車運転免許の更新に係る高齢者講習を市内で受けることができ
る環境を維持するため、高齢者講習を実施する事業者を支援します。

総 務 費

課税客体の把握のための航空
写真撮影業務

　令和元年度に撮影した航空写真を活用していますが、今後、定期的
に撮影し比較等を行うことで課税客体の正確かつ効率的な把握ができ
ることから、５年周期（予定）での撮影を実施し、公平公正な評価・
課税に努めます。

民 生 費

　修学生へ奨学金等の支給を行う介護サービス事業所等の運営法人に
対し、当該経費の一部を支援します。

介護福祉士養成校修学生への
奨学金等支給支援事業

市制２０周年記念事業

　令和６年８月１日に市制施行20周年を迎えるに当たり、記念式典や
各種イベント（冠事業含む）を開催するための経費を計上します。
　・市民表彰
　・20周年記念式典、記念誌発行
　・各種イベント

つなぐＢＡＮＫごとう事業

　こどものプライバシー保護などのための設備設置等にかかる費用を
助成することで、保育所等における性被害防止を行う市内保育所を支
援します。

地域こどもの生活支援強化事
業

　こども達が安心して過ごせる場所として、こどもの居場所づくりに
取り組む団体に対し、活動経費を支援することで「島ならではの子育
て支援体制」の構築を図ります。

全国椿サミット五島大会開催
事業

グリーンカーボン推進事業

　崎山沖洋上風力発電に関連する事業者からの寄附金等を基に設置す
る基金を活用し、漁業振興策を実施します。
　・浮体式洋上風力発電漁業振興事業費補助金

　森林クレジットについて、令和６年度にクレジット登録を目指し、
令和７年度の販売に向けて、グリーンカーボンオフセット制度に取り
組みます。

浮体式洋上風力発電漁業振興
基金活用事業

　令和６年度（令和７年２月）に開催される全国椿サミットについ
て、五島市が開催地として内定したことから、第35回全国椿サミット
五島大会開催に向けた準備を円滑に進め、五島の椿を全国に発信しま
す。

農 林
水産業費

学ぶ保育士等応援事業
　幼児教育・保育の質の向上に取り組む幼稚園等に対し、園内研修等
に参加した保育者へ手当等を支給するための費用を助成することで、
幼児教育・保育の質の向上と保育者の離職防止を図ります。

洋上風車夢基金活用事業
（環境保全の推進）

・クリーンエネルギー利用促進事業費補助金
　五島市ゼロカーボンシティ計画に基づき、電気自動車の普及を促進
させるため、購入に対する助成を行います。

　ひとり親世帯への支援を行うことにより、継続的な見守りや必要な
支援につなげ、子どもたちの健やかな成長を官民一体となって見守る
体制を構築します。

商 工 費

物産振興対策事業
・五島市公認産品応援店フェア開催事業
　五島市公認産品応援店に登録されている島外飲食店において、五島
市産品を使ったメニューを提供する飲食店フェアを開催します。

主な新規事業（建設事業以外）
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（単位：千円）

区　分 予算額事　　業　　名 事　　　業　　　内　　　容

5,000

7,739

14,600

17,649

3,313

9,732

2,100

12,000

16,000

7,727

2,953

6,301

4,000

教 育 費

特殊地下壕対策事業
　市道奥浦57号線に隣接して現存する地下壕について、崩落の危険性
があるため、コンクリート埋戻しによる対策を実施します。

教員業務支援員配置事業
　教員の負担軽減を図り、教員が児童生徒への指導などに注力できる
よう、教員業務の補助を行う支援員を福江小学校、緑丘小学校、福江
中学校に各１名ずつ配置します。

・児童健全育成事業費補助金
　中学生を対象とした国外体験学習を行います。
　場所：シンガポール（予定）　対象者：７名程度

洋上風車夢基金活用事業
（人材育成（児童生徒に対す
る教育））

都市計画マスタープラン改定
事業

　現行のマスタープランは策定から20年を経過しているため、現在の
五島市情勢などを整理し、今後の人口減少や建築状況など社会情勢の
変化を考慮のうえ、見直しを実施します。

土 木 費

商 工 費
(つづき)

有人国境離島法関連交付金事
業
（滞在型観光の促進）

・貸切バス海上航送料補助金
　貸切バスを海上航送する旅行商品を実施する旅行会社に対し、バス
の車両航送料を助成することで、島内周遊ツアーの更なる増加と観光
客入込数の増加を図ります。

・観光ＰＲ素材撮影事業
　五島市の観光素材を用いた動画及び写真を撮影し、映画やドラマ等
のロケ誘致に向けた情報発信により、認知度の向上と国内外からの誘
客及び交流人口の拡大を図ります。

・インバウンド誘客促進事業
　海外の旅行業者等を招聘し、五島市の認知度向上や旅行商品の造成
に繋げるとともに、海外商談会への参加及び海外旅行会社等への営業
により、インバウンド誘客の促進を図ります。

・観光情報多言語化整備事業
　五島市観光ホームページ「五島の島たび」の多言語化を行います。

・体験型コンテンツ検証委託料
　ヘリコプターを活用した遊覧飛行や移動手段のツールとしての実証
を行うとともに、五島つばき空港を核とした賑わいづくりを行いま
す。

体験型観光推進事業
・教育旅行推進事業費補助金
　五島市への修学旅行等を企画・販売する旅行会社に対し、割引額・
企画費を補助します。

・教育旅行誘致プロモーション促進事業
　全国各地の旅行会社や学校等、教育委員会関係者等に対して教育旅
行誘致プロモーション活動を行うことで、本市への教育旅行誘致促進
を図ります。

地方創生推進交付金活用事業

・ロケーション撮影誘致事業費補助金
　ロケーション撮影を誘致することで知名度向上、地域経済の活性化
及び観光振興を図ります。

・インバウンド誘客促進事業費補助金
　自社サイトや施設案内板等の多言語化を行う民間事業者に対して補
助金を交付し、五島市へのインバウンド誘客を促進します

主な新規事業（建設事業以外）
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２　建設事業（再掲）

（単位：千円）

区　分 予算額

268,498

8,481

21,228

3,701

11,250

8,947

39,227

7,200

25,062

2,272

17,606

                 令和６年度　主な新規事業

事　　業　　名 事　　　業　　　内　　　容

林業効率化機械等整備事業費
補助金

　森林組合が業務の効率化、収益増を目的として導入する高性能林
業機械へ助成を行います。
　・プロセッサ（自走式造林作業機）

奈留地区職員宿舎建設事業
　奈留島内の職員（奈留支所、消防署奈留出張所）に対して住居を
確保することを目的として、職員宿舎の建設を行うための経費を計
上します。

電気自動車充電設備整備事業
　脱炭素化への取組として公用車を電気自動車へ更新するに当た
り、本庁舎駐車場に普通充電設備を増設します。

総 務 費

土 木 費

　第１丸木住宅は、昭和45年～47年に建設され老朽化が著しいこと
から、令和６年度～７年度の二ヵ年事業として建替を実施します。

第１丸木住宅建替事業

建設課維持係直営事業所建替
事業

　建設課維持係直営事業所は、平成元年の建設から35年経過し、建
物全体及び電気設備等の老朽が著しいため、建替を実施します。

空き家deミライ創出事業
　空家対策について、国、県の補助制度を活用し、空き家の活用や
相談等に取り組む「空家等管理活用支援法人」を指定のうえ、その
法人が行う活動費や改修費等を支援します。

防災行政無線整備事業

　防災行政無線は、設備の一部が更新時期を迎えていることから、
既存設備を活用した上で必要機器の更新を行います。
　なお、一部を既存のスピーカーから高性能スピーカーへ更新する
ことで、聞き取りやすさの改善を図ります。

オートキャンプサイト整備事
業

　魚津ヶ崎公園キャンプ施設において、車（キャンピングカー等）
を乗り入れてキャンプを行えるオートキャンプサイトを整備し、施
設の魅力化を図ります。

商 工 費

消 防 費

防衛施設周辺民生安定施設整
備事業

　男女群島付近で操業を行っている漁船団の安全体制を整えるた
め、衛星電話の貸し出しを行う漁業協同組合に対し、衛星電話の導
入にかかる費用の支援を行います。

農 林
水産業費

日本遺産「大宝寺」トイレ設
置事業

　令和４年７月に新たに日本遺産に登録された大宝寺について、衛
生面及び利便性向上のため、トイレ設置に係る費用を支援します。

消防本部庁舎仮眠室等改修事
業

　女性消防吏員の就業予定に伴い、仮眠室、洗面所等を女性専用と
して設置するため、消防庁舎の改修工事を行います。

主な新規事業
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（単位：千円）

区　分 予算額事　　業　　名 事　　　業　　　内　　　容

消 防 費
(つづき)

2,233

28,131

12,582

教 育 費

　現在スクールバス・タクシー用として７台の車両を保有していま
すが、経年劣化が進み修繕料が増加していることから、スクールバ
スの更新を行います。

スクールバス更新事業

防災非常用電源設備整備事業
　停電の復旧に特に時間を要する離島地区の指定避難所における停
電対策を実施し、島民の安全安心な生活の確保を図ります。

中央公園施設整備事業
（クロスカントリーコース整
備事業）

　現在のウォーキング・ランニングコースは利用者が多く、衝突事
故等の危険性があるため、新たにクロスカントリーコースを整備
し、利用者の分散化を図ります。
　また、スポーツ合宿地としての施設の魅力化を図ります。

主な新規事業
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 1 生活環境整備関係事業

　（道路、河川、港湾、住宅、環境、情報基盤、地すべり） （単位：千円）

区　分 事　　業　　名 予算額

道路維持補修事業 106,660 ○ 市道整備、排水路整備

○ 側溝整備（１路線） 3,050

○ 舗装整備（６路線） 54,900

○ 小規模構造物整備（４路線） 32,300

国庫補助道路整備事業 147,200 ○ 瀬戸・堤線外２路線道路整備

○ 辺地対策道路整備（道路３路線、街路２路線） 314,800

○ 市単独道路整備（１路線） 39,968

○ 道路交通安全対策整備ほか 47,400

○
橋りょう長寿命化営繕（工事３橋ほか）
（国庫補助）

145,000

○
橋りょう長寿命化営繕
（市単独）

5,534

国県道整備事業 7,825 ○ 県営事業負担金（２路線）

河 川 河川改修事業 49,540 ○ 田部手川河川改修

港湾整備事業 94,633 ○ 県営事業負担金

港湾管理事業 13,682 ○ 福江港ターミナルビル建設事業負担金

市営住宅維持管理事業 123,545 ○ 住宅建替、外壁改修工事ほか（国庫補助）

空き家等対策事業 7,200 ○ 空き家deミライ創出事業費補助金

空き家活用促進事業 18,000 ○ ＵＩターン促進事業（空き家改修補助金）

○ 浄化槽設置整備費補助金（国庫補助） 182,254

○ 浄化槽設置整備費補助金（市単独） 26,150

福江リサイクルセンター（最
終処分）管理運営事業

36,174 ○ 施設設備機器更新等

福江衛生センター管理運営事
業

95,583 ○ 施設設備機器修繕、外壁改修

地 す べ り 急傾斜地崩壊対策事業 10,000 ○ 県営事業負担金

 ２　福祉対策事業

　（地域福祉） （単位：千円）

区　分 事　　業　　名 予算額

福祉保健センター管理運営事
業

47,327 ○ 福祉保健センター昇降機改修工事

社会福祉施設等整備事業 2,145 ○ 児童発達支援センター整備費補助金

３世代同居・近居促進事業 2,520 ○ ３世代同居・近居促進事業費補助金

資料６

402,168

環 境

令和６年度　主な建設事業

市単独道路整備事業

道 路

事　　　業　　　内　　　容

90,250

橋りょう長寿命化営繕事業

市道側溝・舗装・小規模構造
物整備事業

事　　　業　　　内　　　容

150,534

港 湾

浄化槽設置整備事業 208,404

住 宅

地 域 福 祉

主な建設事業
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令和６年度　主な建設事業

 ３ 産業関係事業

　（農林、水産、商工、観光） （単位：千円）

区　分 事　　業　　名 予算額

たい肥センター管理運営事業 17,463 ○ 堆肥散布車購入ほか

畜産クラスター構築事業 92,624 ○ 畜産クラスター構築事業費補助金

農道整備事業 10,944 ○ 農道嶽藤古場線舗装、仁田地区農業用施設整備ほか

○
経営体育成基盤整備県営事業負担金
（久賀地区、寺脇地区）

14,000

○
畑地帯総合整備県営事業負担金
（富江・日の出地区、富江・山下地区、上大津地区）

5,170

○
農村地域防災減災県営事業負担金
（富江地区、五島地区）

2,160

○
団体営農業水路等長寿命化・防災減災事業費補助
金（山内土地改良区、岐宿土地改良区）ほか

41,150

林業効率化機械等整備事業 21,228 ○
林業効率化機械等整備事業補助金
（プロセッサ購入）

森林環境保全直接支払支援事
業

29,467 ○ 松くい虫被害木伐倒駆除、保育間伐ほか

造林事業 12,000 ○ 森林整備センター造林

林道整備事業 51,000 ○
林道開設（国庫補助）
（林業専用道川原線、林業専用道内闇線）

林道改良事業 9,506 ○ 林道改良（林道丹奈線）

○
農山漁村地域整備（３漁港）（国庫補助）、漁港
機能増進（１漁港）（国庫補助）ほか

582,000

○ 漁港整備（市単独）、機能保全計画書更新 22,539

県管理漁港整備事業 5,800 ○ 漁港整備県営事業負担金（３漁港ほか）

富江温泉センター施設改修事
業

25,772 ○
富江温泉センター施設改修（ガス乾燥機取替工事
ほか）

日本遺産「大宝寺」トイレ設
置事業

11,250 ○ 観光客受入環境整備事業費補助金

○ 富江中央公園遊具整備 5,775

○ 魚津ヶ崎公園改修 8,897

 ４ 消防施設関係事業

　（消防） （単位：千円）

区　分 事　　業　　名 予算額

○ 常備消防施設整備（除細動器購入） 5,735

○ 第15分団1部（大宝）消防格納庫建設ほか 18,994

災害対策事業 36,650 ○ 防災行政無線更新事業ほか

事　　　業　　　内　　　容

24,729

事　　　業　　　内　　　容

消 防

水 産

観 光

公園管理事業

農 林

604,539

62,480

消防施設・設備整備事業

14,672

漁港整備事業

農業基盤整備事業

主な建設事業
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令和６年度　主な建設事業

 ５ 教育文化事業

　（学校、文化、社会教育、保健体育） （単位：千円）

区　分 事　　業　　名 予算額

教職員住宅維持管理事業 6,172 ○ 教職員住宅営繕

スクールバス更新事業 28,131 ○ スクールバス購入

○ 本山小学校横断歩道橋架替 23,961

○
小学校営繕（国庫補助）
（本山小学校校舎照明器具取替、富江小学校校舎
照明器具取替）

52,752

○
小学校営繕（市単独）
（各小学校営繕、大浜小学校登り棒移設ほか）

21,739

○
中学校営繕（国庫補助）
（翁頭中学校校舎照明器具取替、富江中学校校舎
照明器具取替ほか）

91,662

○
中学校営繕（市単独）
（各中学校営繕、富江中学校浄化槽配管改修、富
江中学校テニスコート改修ほか）

21,067

文 化 文化財保存整備事業 11,604 ○ 指定文化財保存整備事業費補助金ほか

公民館施設整備事業 20,778 ○
町内公民館施設設備整備費補助金、三井楽町公民
館照明器具取替

文化会館施設整備事業 198,196 ○ 舞台照明改修、舞台機構設備改修ほか

資料館管理事業 6,287 ○ 五島観光歴史資料館照明器具取替

体育館管理運営事業 9,698 ○ 玉之浦体育館照明器具取替

○
中央公園長寿命化対策（市民体育館非常用電源設
備更新）

75,630

○ 中央公園長寿命化対策（中央公園遊具更新） 45,170

○
中央公園長寿命化対策（クロスカントリーコース
整備）ほか

12,653

給食センター施設整備事業 2,846 ○ 福江給食センター冷凍庫購入

 ６ その他

（単位：千円）

区　分 事　　業　　名 予算額

奈留地区職員宿舎建設事業 268,498 ○ 奈留地区職員宿舎建設

○ 富江支所庁舎整備（旧庁舎解体） 154,544

○ 岐宿支所庁舎整備（旧庁舎解体） 125,965

財産管理事業 103,450 ○
玉之浦支所受電設備改修、電気自動車充電設備整
備ほか

EV用急速充電器整備事業 16,646 ○ EV用急速充電器設置

建設課維持係直営事業所建替
事業

39,227 ○ 維持係直営事業所建替

漁港災害復旧事業 981,577 ○ 五島西漁港（嵯峨島地区）災害復旧・災害関連

事　　　業　　　内　　　容

学 校

事　　　業　　　内　　　容

中学校施設整備事業

保 健 体 育

支所庁舎整備事業 280,509

小学校施設整備事業 98,452

その他

社 会 教 育

112,729

中央公園施設整備事業 133,453

主な建設事業
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（歳入） 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 千円

（歳出） 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

【観光振興】
　市観光協会補助金

6,723 0 0 0 2,468 4,255

　　消費税引き上げ分に伴う地方消費税交付金(社会保障財源化分)は、地方税法第７２条の１１６第２項の

規定により、社会保障施策に要する経費に充てるものとなっています。

  令和６年度「入湯税」の使途状況

　　地方税法第７０１条の規定に基づいて課する入湯税は、温泉（鉱泉浴場）の入湯客に負担していただくもので、

鉱泉源の保護のための施設設備や観光振興の費用に充てるための目的税となっています。

　　（単位：千円）

区　　　　　分 事 業 費
国(県)

市 債
そ の 他 一般財源等

支出金 特定財源 入湯税 その他

合　　　　　　計 11,102,307 4,205,384 109,402 220,427 472,126 6,094,968

小　計 2,494,328

15,304

165,467 52,800 36,706 160,993

197,572

医療提供体制確保事業 1,456,764 4,015 52,800 7,264

2,078,362

150,433 1,942,035

保
健
衛
生

高 齢 者 医 療 事 業 812,179 156,907 0 21,478 45,565 588,229

100,124 1,292,561

疾 病 予 防 対 策 事 業 225,385 4,545 0 7,964

118,952 1,535,626

国 民 健 康 保 険 事 業 649,110 211,029 0 191 31,481 406,409

社
会
保
険

介 護 保 険 事 業 1,654,578 0 0 0

小　計 2,303,688 211,029 0 191

小　計 6,304,291 3,828,888 56,602 183,530 160,700 2,074,571

生 活 保 護 事 業 1,260,632

高 齢 者 福 祉 事 業

835,364 0 8,931 29,932

663,141

母 子 福 祉 事 業 419,746 97,790 16,700

386,405

17,832 230,211

児 童 福 祉 事 業 2,385,312 1,604,024 32,002 34,777 51,368

57,213

事　　業　　名 事 業 費

財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一 般 財 源

国(県)
支出金

市  債 その他

社
会
福
祉

障 害 者 福 祉 事 業 1,767,608 1,236,124 7,900 228

470,993 55,586 0 82,381 23,942

引き上げ分の
地方消費税
（社会保障財
源化分の消費
税交付金）

309,084

その他

37,626 485,730

11,102,307

　　（単位：千円）

  令和６年度「地方消費税交付金（社会保障財源化分）」が充てられる
　社会保障施策に要する経費

472,126

資料７  

地方消費税交付金及び入湯税
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